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Ⅰ 工学部の教育目的と特徴 

 

１．建学の精神「技術に堪能なる士君子の養成」に基づいた高度な技術と知識を持ち、教 

養豊かで国際的に活躍する人材を育成するために、１～４年次まで、人間科学科目、工 

学基礎科目、工学総合科目、専門科目及び実験・実習・演習科目を体系的に履修できる 

JABEE 認定に向けたカリキュラムを編成している。 

 

２．「ものづくり」を基本にし、創造力と問題解決能力を育むカリキュラムを編成しており、 

各学科の特色を織り込んだ教育課程を実施している。特に、１年次より専門基礎科目を 

設置するなど、入学時より目的意識を持って勉学するための体制をとっている。 

 

３．科学技術に対して幅広い視野と理解力を持ち、課題解決能力を備えた人材を育成する 

ために、実践・体験型科目及びプロジェクト型科目を含む実験・実習・演習科目を重視 

した教育を実施している。また、北九州の地域の特徴を生かした実践的工学教育を、「現 

代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代 GP）」を通して展開した。 

 

４．高度な技術を持ち、国際社会で活躍できる人材を育成するために、外国語科目の充実、 

TOEIC 受験の奨励、交流協定校との相互交流・語学研修及び留学生の受入れ・派遣を積 

極的に推進した。 

 

５．高度で幅広い科学技術と知識への継続的な学習意欲を持つ人材を育成するために、学 

生が能動的に学習できるような科目の設定と１年次より指導教員制を採用し、綿密な学 

生の学習指導を実施した。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

本学部はアドミッションポリシーを公開しており、それに基づいた「教育目標」を設定

している。したがって、教育活動成果をもっとも享受する関係者は在校生であり、学習・

教育目標の高い達成度を期待している。また、卒業生の約 60％が本学または他大学大学院

へ進学し、約 40％が就職しているので、教育に対して想定される関係者は、理工系大学院

及び卒業生を雇用する企業である。卒業生は理数系基礎科目の十分な学修の上に積み上げ

られた工学基礎科目を修得していること及び国際的に通用する語学（英語）力、表現力、

コミュニケーション力を備えていることが期待されている。 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

（観点に係る状況）  
1）学科構成及び教員配置  

科学技術に対する幅広い視野と理解力、教養と国際社会への適応力、学習意欲、課題解

決能力を備えて産業の発展に寄与できる技術者の養成という目的を達成するために、教育

組織を４学科１講座によって構成している。各学科の教員配置数は設置基準を十分に満た

している（資料 A-I-1）。この組織は、平成 20 年度より新たな組織に改変される。 

 

資料 A-I-1 工学部の学科編成と学生定員・現員及び教員数 

設置基準教員数

（　　）は教授

機械知能工学科 135 10 560 20 604 26 11 12 1 8 32 10（５）

建設社会工学科 73 292 329 6 7 1 1 16 8（4）

電気工学科 183 732 20 833 36 16 11 0 12 38 12（6）

物質工学科 154 616 20 690 28 12 12 0 11 35 11（6）

共通講座 15 16 3 0 34

【別表第二】 23(12)

合　　計 545 10 2200 60 2456 90 60 58 5 32 155 64(33)

助
教

合
計

夜
間
主

昼間
夜
間
主

教
授

准
教
授

講
師

学　科　名

学　生　定　員
現　員 教　員　数

入学定員 収容定員

1年次 編入学 昼間

             
（平成 19 年 5 月 1 日現在）  

（出典：大学情報データベース）  
 

2）「現代 GP」支援センター  
「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代 GP）」に選定された２つのプログラムを

支援するための「理数教育支援センター」と「地域環境支援教育センター」を設置した（資

料 A-I-2）。 

 
資料 A-I-2 現代 GP 

現代 GP とは、学生教育の質の向上等の大学教育改革の取組を選定し、財政的なサポートや幅広

い情報提供を行い、各大学等での教育改革の取組を促進する、文部科学省のプログラムである。こ

れに本学部から２件選定された。  
１．「学生と地域から展開する体験型理数学習開発」（取組期間平成 17～20 年度）。このプログラム

の実施のために「理数教育支援センター」（センター長１名、担当者連絡会８名、実行委員 12
名、補佐２名）を置き、大学教育と地域の学校教育の充実を同時に実現する活動をしている。

２．「地域環境再生のための地域支援型実習の展開－参加型プログラムによる地域と技術者教育の

活性化」（取組期間平成 18～20 年度）。このプログラムの実施のために、「地域環境支援教育セ

ンター」（センター長１名、委員８名、技術補佐員２名）をおき、地域貢献と自発的地域貢献

意欲をもつ学生の養成の目的の実現をめざした活動をしている。  
（出典：九工大通信 vol.31、2007.10.1；九州工業大学ホームページ）  

 
３）改組  

工学部・工学研究科の教育・研究では、研究組織と教育組織を分離し、機能的かつ流動

的教員組織を編成して効果的な教育を行うために、平成 20 年度より組織及び教員配置を

新たにすることが決定された。この改革によって、「基礎学力」、「専門知識」、「課題解決能

力」を有し、社会の発展に貢献できる技術者の養成を図る（資料 A-I-3、4）。 
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資料：A-I-4 大学院・学部の入学定員の改定概要  

（旧）

１．大学院工学研究科（博士前期・後期）

５専攻（２３３人・２９人）

工学部 ４学科（５４５人）

（新）
：増員

斜体：減員

大学院工学府（博士前期・後期）

５専攻（２６１人・１７人）

工学部 ６学科（５３１人）

※１．入学定員の変更に伴う予算上の教員数の増減は行わない
２．工学部については、この外に編入の定員を１０名増加し２０名とする。

 
（出典：九州工業大学外部評価報告書）  

資料 A-I-3 大学院・学部の改組計画の概要 

（旧 組 織） （新 組 織）

大学院工学研究科（博士前・後期）

５専攻
機械知能工学
建設社会工学

電気工学
物質工学
機能システム創成工学（２講座）
（独立専攻）

工学部 ４学科・１共通講座

教員所属
２０講座

機械知能工学
建設社会工学

電気工学
物質工学
共通

２２講座

大学院

工学研究院

教員所属
（７系１５部門）

工学府

５専攻

工学部

６学科

※１．研究院所属の
教員が大学院及び
学部を兼担する

２．研究院と教育組
織（学府及び学部）

は、密接な連携を図
るが組織編成上相
互に縛られない

学部

（博士前期・後期）

機械知能工学
建設社会工学

電気電子工学（名
称変更）
物質工学

先端機能システム
工学（名称変更）

機械知能工学
建設社会工学

電気電子工学（名
称変更）
応用化学（新設）

マテリアル工学
（新設）

総合システム工学
（新設）

 
（出典：九州工業大学外部評価報告書）  
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観点 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

１) 教育点検システム 

平成 17 年度に学科長会での議を経て、工学部長の下に教育等改善会議を設置して、教

育内容・方法の改善に取り組んだ。また、教育方法等開発委員会が公開授業や講演会等を

実施して教育方法のレベルアップに努めると同時に、授業アンケートを実施して、この結

果を授業担当者や学科長会等にフィードバックした（資料 A-I-5）。 

資料 A-I-5 教育改善のための体制 

 

 

工学部・工学研究科教育等改善会議 
 ・副工学部長 
 ・工学研究科学務委員会委員長 
 ・工学部教務委員会委員長 
 ・工学部学生委員会委員長 
 ・工学部・工学研究科教育方法等開発委員会委員長 
 ・工学部事務長 

ｱ．授業アンケートの実施及びアン

ケート結果の分析 
ｲ．学生生活実態調査 
ｳ．意見箱などによる学生の意見 

工学部長 
工学研究科長 

①分析結果や学生

の要望等を報告 

②分析結果に基づいて

教育システムの点検等

を依頼 

工学部・工学研究科教育等改善会議（以下，

「改善会議」という）メンバーである各委員

長は，アンケート結果等により改善事項をく

み上げ，改善案を策定し改善会議に提案す

る。 
改善会議は，各委員長からの提案について

検討・調整を行い，改善実施案を策定する。

③改善実施案を報告 

工学部 
運営会議 

④改善実施案を検討

し，改善事項を決定 

協議 

工学研究科，工学

部の教育担当職員 

学科長会 
工学研究科運営委員会 
各種委員会 

⑤改善事項を通達 

⑤改善事項を報告 

⑥改善事項の実施 

⑦改善実施結果を報告 

⑧改善事項を学内に広報 
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資料 A-I-7 人事構想委員会のミッション 

人事構想委員会
・学部長
・副工学部長，副研究科長
・各学科代表

審議事項
・教育職員の採用，昇任についての基本方針
・人事案件についての事前審議

学科等

学長

人事案件等

教育職員選考委員会の提案等

人事構想委員会
・学部長
・副工学部長，副研究科長
・各学科代表

審議事項
・教育職員の採用，昇任についての基本方針
・人事案件についての事前審議

学科等

学長

人事案件等

教育職員選考委員会の提案等

 
（出典：人事構想委員会内規）  

２） 教育職員採用実施体制 

 教育の質を保証する体制を維持するために、教育研究評議会・役員会と歩調を合わせて、

教育職員を採用するための手順を明確化した（資料 A-I-6）。特に、本学部では学部長の下

に人事構想委員会を設置し、教育職員採用と将来構想の関係の明確化や適正配置を検討し

た（資料 A-I-7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を上回る 

(判断理由) 教育目的を達成するための組織は十分に機能しており、それに伴う教員配置

も適切である。平成 20 年度から教育組織と研究組織の分離及び学科の再編を

行い、機能的組織を目指す（資料 A-I-3、4）など、社会的ニーズに応えるべく、

積極的に基本的組織編成を図った。また、文部科学省により採択された２件の

現代 GP に関しては、支援センターが中心となって提案と実施までの運営を行っ

た（資料 A-I-2）。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 A-I-6 教育職員人事の手続き 
 

教育職員人事の手続きについて 

 

法人化と同時に本学では、すべての教育職員人

事は、教授会では審議は行わず、学長のリーダー

シップの下で行っている。 

 

① 役員会で各部局からの教育職員選考委員会

設置提案書を全学的な教育研究の立場から可

否を決定する。 

② 認められた教育職員選考委員会のみの候補

者を各部局及び全学的観点から審議決定する。

③ 全学的観点からの委員候補者２名を教育研

究評議会で追加審議決定する。 

④ 教育職員選考委員会からの審議報告を受け

る。 

⑤ 業績等の審議を教育研究評議会で行う。 

⑥ その審議結果を役員会で審議して決定する。

（出典：平成 19 事業年度に係る業務の実績及び

中期目標期間（平成 16～19 事業年度）

に係る業務の実績に関する報告書  

「③教職員の人事」要約） 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況) 

１）学習・教育目標と教育課程 

各学科は学習・教育目標を掲げており、シラバス、ホームページ、大学案内で公開している（別添資

料 A-1、2）。その目標を達成するために、系統的なカリキュラムからなる教育課程を編成し、授業系統

図（別添資料 A-3）に沿って実施した。それは次の３科目群から構成されている。 

 (A）人間科学科目 

（B）工学系総合科目 

（C）工学基礎科目及び工学専門科目 

１年次に導入教育とともに専門科目を開講して、入学時からの勉学目的意識を啓発すること及び２、

３年次では高度な専門教育と４年次の卒業研究を通して、「問題解決能力」を持つ技術者の養成を目指し

た。卒業要件は学科によって異なり、124～132 単位となっている（資料 A-Ⅱ-1）。 

 

資料 A-Ⅱ-1 各学科の修了要件単位数（平成 19年度） 

 

学科名 修了要件 

機械知能工学科 １２６単位以上 

建設社会工学科 １３２単位以上 

電気工学科 １２４単位以上 

物質工学科 １２６単位以上 

 

（出典：九州工業大学『学生便覧及びシラバス 平成 19年度版』） 

 

２）教育課程改善の状況 

① 人間科学科目の改善：英語教育では、プレースメントテストの結果によるクラス編成を行い、少

人数授業を実施している。平成 18年度から従来の必修科目であったドイツ語３単位をドイツ語又は

中国語のいずれかを修得する選択必修科目（３単位）へと変更した。また、平成 19年度から、TOEIC

の 600 点以上のスコアーを「上級英語」２単位に認定する制度を始めた。さらに、人文社会系科目

では、問題解決能力、創造的思考力を養いディスカッション能力を高めるための新科目の設置を進

めた。 

② 工学系総合科目の充実：本科目は、工学技術と社会との関わりを論じて教養豊かな技術者を育成

するために設置されており、現代 GP のプログラムと連携し、内容の充実を図った（資料 A-Ⅱ-2）。 
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  資料 A-Ⅱ-2 工学系総合科目の変遷 

      

    平成 16 年度                平成 19 年度 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：九州工業大学『学生便覧及びシラバス』平成 15～19 年度版） 

（出典：九州工業大学『数理教育支援センターホームページ』） 

 

 

③ 工学基礎科目の改善：平成 15～17 年度に亘って、基礎数学科目、応用数学科目の統合・再編を行

い、数学科目の改善を進めた(資料 A-Ⅱ-3)。１年次前期の「解析学Ⅰ」（必修４単位）では、前期に

単位取得できなかった学生が後期に再履修できるように配慮した。また、平成 18 年度から、工学系

数学統一試験「EMaT」(別添資料 A-4)の受験を勧めた。情報系基礎科目（必修）を２科目から４科目

に増設し、１～２年次に切れ目無く講義を行う体制にした（資料 A-Ⅱ-4）。この科目に関連する環境

の整備も進んでおり（別添資料 A-5）、学生が最新の情報環境に適応できるように改善を進めた。平

成 15 年度までは、機械、建設、電気、物質の４学科ともに同一科目の物理系基礎科目を開講してい

たが、各学科で必要とする内容が異なること、また学科の学習・教育目標に適合するような授業内

容を行うため、平成 19 年度から各学科で必要な内容を精選して、教育効果の向上を図った（資料 A-

Ⅱ-5）。 
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資料 A-Ⅱ-3 数学科目の変遷 

15 年度 

機械知能工学科・建設社会工学科 電気工学科 物質工学科 

解析学Ⅰ(4) 解析学Ⅰ(4) 解析学Ａ(4) 

解析学Ⅱ(4) 解析学Ⅱ(4) 解析学Ｂ(4) 

線形代数学(2) 線形代数学(2) 線形代数学(2) 

幾何学(2) 幾何学(2) 幾何学(2) 

応用解析学Ⅰ(2)
応用解析学Ⅰ(2) 

応用解析学Ⅱ(2)
応用解析学Ⅰ(2) 

複素解析学(2) 複素解析学(2) 複素解析学(2) 

統計学(2) 統計学(2) 統計学(2) 

応用代数学(2) 応用代数学(2)  

 

 

   平成 17～19 年度 

全学科 

解析学Ⅰ(4) 

解析学Ⅱ(4) 

線形数学Ⅰ(2) 

線形数学Ⅱ(2) 

応用解析学Ⅰ(2) 

複素解析学(2) 

統計学(2) 

 

〇必修、選択必修、選択科目の指定は、学科またはコースによって異なる。（  ）内の数字は、単位

数である。 

（出典：九州工業大学『学生便覧及びシラバス平成』15～19 年度版） 

 

 

資料 A-Ⅱ-4 情報系基礎科目の変遷 

 

     平成 15 年度             平成 19 年度 

 

 

 

 

 

（出典：九州工業大学『学生便覧及びシラバス 平成 15～19 年度版』） 
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物質工学科  

 

資料 A-Ⅱ-5 物理系基礎科目の変遷 

                                 平成 15 年度（全学科） 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年度 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

      

 

（出典：九州工業大学『学生便覧及びシラバス 平成 15～19 年度版』） 

 

 

④ 高校新課程履修者への対応：化学系では、高校新課程履修者に対する化学実験の内容を見直した。

数学関係では、初回の講義時に冊子を配布し高校で未学習のもの（複素数等）の補講を行った（別

添資料 A-6）。基礎学力判定テスト（別添資料 A-7）も独自に実施し、その結果（資料 A-Ⅱ-6）に

基づいて、担当教員が授業の内容を検討した。 
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資料 A-Ⅱ-6 基礎学力判定テストの結果 

 

  (出典：補講用資料、工学部数理情報基礎講座（数学）) 

（出典：基礎学力判定テストとその結果、工学部数理情報基礎講座（数学）） 

 

 

⑤ 導入教育及びプロジェクト演習型科目の新設：勉学に対する明確な目的意識を啓発するための導入

教育科目（「機械知能工学入門」（機械知能工学科）、「電気電子通信工学序論」「電気工学実験入門」（電

気工学科）、「物質工学実験入門」（物質工学科））を設置している。高学年には、課題解決能力を備え

た人材を育成するために、実践・実習型またはプロジェクト演習型科目（「電気電子工房」「エレクト

ロニクス工房」（電気工学科）、「応用化学自由研究」「コンピュータ解析Ⅰ・Ⅱ」「フロンティア工学実

習」「ものづくり実習」（物質工学科）、「サイエンス工房」等）が設定されている。 

 

⑥入学前教育 

推薦入試合格者については、平成 18年度入学生から通信添削による入学前教育（リメディアル教育）

を進めた（別添資料 A-8）。 

 

 

 

観点 学生や社会からの要請への対応 

(観点に係る状況) 

１）編入生の受入れ 

工業系高等専門学校と工業系短期大学からの３年編入制度を実施しており、毎年、約 30 名を受入れ

た（資料 A-Ⅱ-7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 題  教 室 １ 教 室 2 教 室 3 教 室 4 教 室 5 教 室 6 教 室 7 教 室 8 教 室 9 合 計 正 答 率  

1 60 57 57 51 51 48 43 49 45 461 0.81

2 44 41 48 35 47 46 34 35 34 364 0.64

3 49 43 45 41 39 40 40 36 32 365 0.64

4 32 37 28 26 30 28 26 28 19 254 0.45

5 52 49 48 50 52 43 40 41 33 408 0.72

6 59 49 60 42 47 42 41 43 42 425 0.75

7 56 43 56 45 39 34 37 39 35 384 0.67

8 45 40 41 41 34 27 24 31 28 311 0.55

9 53 43 56 36 40 34 37 38 29 366 0.64

10 16 27 21 15 15 11 14 18 14 151 0.27
平 均  66.6 62.2 61.3 60.6 60.6 56.9 61.1 65.1 56.5 61.3  
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資料 A-Ⅱ-7 編入生の受入数 

    

（出典：九州工業大学 工学部教務データ） 

 

 

 
２）GPA の導入 

教育目標の達成度を客観的に評価するために、平成19年度よりGPA制度を導入した（別添資料A-9）。 

 
３）夜間主コースの廃止 

夜間主コースに在籍する勤労学生の減少と企業技術者に高度な継続教育を求める地域の要請に応え

て、平成 18 年度より夜間主コース学生募集を停止し、その人的資源を大学院社会人コース教育にあて

た（資料 A-Ⅱ-8）。 

 

資料 A-Ⅱ-8 夜間主コース学生募集の停止と大学院社会人コースの設置 
夜間主コース募集の停止と大学員社会人コースの設置の理由 

１．在籍する社会人学生の減少（有職者率は３％未満） 
２．社会状況、特に産業構造の変化、経済活動のグローバル化、急速な技術革新等々、大学を取り巻く環境が激変する

中で、科学技術の高度化、先端化、細分化等々に柔軟に適応できる技術者の養成において、従前型の大学教育（専

門基礎）と企業内教育（研修や OJT による実用・応用志向教育）の乖離を克服し、企業技術者の継続教育の一端

を担い、技術の高度化に柔軟に対応できる技術者の育成を支援することは時宜を得たものである。これは地域社会

のニーズにも対応している。 

（出典：工学研究科博士前期課程社会人履修コース 平成 17 年 6 月 3 日；九州工業大学ホームページ) 

 

４）科目等履修生 

社会人が業務上必要となる知識を得るため、あるいは教職免許に必要な科目を履修するために年間

12 名程度を科目等履修生として受入れた。また、交流協定に基づいて本学に派遣されてくる学生に対

しては外国人特別聴講学生として受入れた（資料 A-Ⅱ-9）。 
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資料 A-Ⅱ-9 科目等履修及び外国人特別聴講状況 
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（出典：九州工業大学 工学部教務データ） 

 

 

５）留学プログラム 

米国オールドドミニオン大学に４週間語学研修を目的として毎年８名の学生を派遣した。このプロ

グラムには、米国主要都市を訪問するなどして、知見を広めるためのメニューが用意されている。こ

の研修修了者は、「上級英語」２単位を取得できる制度を設けている。また、韓国の昌原大学校、忠州

大学校にそれぞれ 10 名程度の学生を派遣し、学生間交流を通じて相互の文化に触れる機会を提供した

（資料 A-Ⅱ-10）。 

 

資料 A-Ⅱ-10 協定大学への派遣状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：九州工業大学 学生支援課データ） 

 

 

６）キャリア教育・インターンシップ 

１年次のオリエンテーションや導入科目及び就職セミナーを通じて、キャリア教育を実施した。イ

ンターンシップについては、各学科で行っていたが、平成 18 年度に採択された現代 GP「地域環境再生

のための地域支援型実習の展開」により工学部全体として地域企業等へ学生を派遣する体制が整い、

平成19年度からは学部生に対して長期インターンシップが実施されるようになった（資料 A-Ⅱ-11）。 
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 資料 A-Ⅱ-11  インターンシップ実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：九州工業大学 工学部教務情報システム、地域環境支援教育センター提供データ） 

 

 

７）教員免許（工業） 

全学科において、「工業」の教員免許を取得できるよう専門教育科目を設置した。専門教育科目履修

者数は年々増加しており、教員免許取得者数は毎年７名程度である（資料 A-Ⅱ-12）。 

  

資料 A-Ⅱ-12 教員免許取得状況 
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８）時間割・学修細則・シラバスの Web 公開 

従来、入学時に学生便覧及びシラバスを印刷物として学生に配布していたが、平成 18 年度からは時

間割、学修細則及びシラバスを Web 上でも公開し、学生たちの利便性を向上させた（資料 A-Ⅱ-13）。

これは、保護者等もインターネット経由で閲覧することができる。 

 

 

 

 

（出典 九州工業大学 工学部教務データ） 
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資料 A-Ⅱ-13 時間割、学修細則及びシラバスの Web 上での公開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：九州工業大学 工学部ホームページ） 

 

 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 基礎科目の精選化、情報系科目の充実化、専門科目でのプロジェクト演習型科目の導入、   

平成 19 年度からの GPA 制度の導入など、教育課程のすべての面において、より効果的な

教育を行う取り組みを実施した。新たに工学系総合科目や現代 GP 関連の科目も設置され、

教育課程の改善が行われた。平成 17～19 年度の人間科学科目、工学基礎科目、工学専門

科目の単位取得データによると、すべての科目群において合格率及び“秀または優”取得

者数が年々増大し、教育改善の効果が表れた（資料 A-Ⅱ-14）。 

 

資料 A-Ⅱ-14 科目区分別単位修得状況  
 

 

科目区分 履修年度 合計 単位 不可 秀 優 良 可 合格率

人間科学 H17 15,650 3,253 2,279 2,741 3,368 4,009 79.21%

人間科学 H18 15,689 3,237 2,070 2,743 3,732 3,907 79.37%

人間科学 H19 14,771 2,392 2,195 2,833 3,662 3,634 83.43%

工学基礎 H17 35,175 8,488 3,634 7,120 7,645 8,288 75.87%

工学基礎 H18 35,915 7,513 4,256 7,399 7,814 8,933 79.08%

工学基礎 H19 32,712 5,316 4,039 6,621 7,843 8,518 82.60%

工学専門 H17 45,000 13,160 4,703 9,463 8,337 9,332 70.74%

工学専門 H18 42,318 10,298 5,092 9,928 8,421 8,549 75.59%

工学専門 H19 43,868 9,960 5,101 10,515 8,654 9,206 76.31%

※　工学系総合科目は、工学基礎科目に含めている。
　　 各項は合計単位数である。  

（出典：九州工業大学 工学部教務データ）  
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況) 
１）カリキュラム・授業形態  

国際的に通用する高度技術者養成のため、学科・コース毎の特色に応じ、JABEE 認定に

向けたカリキュラムを編成した（資料 A-Ⅲ-1）。ものづくりの基本を学ぶことを目的とし

て、１、２年次に「実験科目」（必修）が置かれ、4 年次まで講義科目と併行して実験・実

習・演習科目を体系的に履修できるよう配慮した（別添資料 A-3）。  
 
資料 A-Ⅲ-1 

中期計画 I-1(2)＜教育課程に関する目標を達成するための措置＞③ -1「JABEE が規定する

学士課程の『国際的技術者教育の水準』を満たせるように教育課程と教育システムの設定

に努める」。  
 
 
２）学習指導の工夫  
①多様な授業科目  

学習・教育目標を達成するために、多様な形態の授業科目を開設することを中期計画に

掲げている（資料 A-Ⅲ-2）。これに沿って、課題解決型（PBL）科目及びプレゼンテーショ

ン能力向上に関連する科目が開講され、情報教育関連科目も充実が図られた(別添資料 

A-10)。これらに加え TOEICスコア 600点以上の取得者に対しての単位認定制度も実施し(資

料 A-Ⅲ-3)、少人数制の英語授業と併せてコミュニケーション能力の向上を促した(別添資

料 A-11)。 

 
資料 A-Ⅲ-2 中期計画 I-1(2) 
＜教育方法に関する目標を達成するための措置＞①「各々の授業科目の特性や教育目的に

応じて・・（中略）・・多様な形態の授業科目を適切に開設する」。 

 
 
資料 A-Ⅲ-3 TOEIC 単位認定  

     
（出典：九州工業大学『平成 19 年度学生便覧』）  
 
②体験型科目  

ものづくり技術者育成のための教育を、現代 GP の２つのプログラムを活用して実施し

た（別添資料 A-12）。地域の中・高等学校における理数系学習と連携し、学生による実地

的な理数教育体験と教材開発の取り組みを「理数教育支援センター」が中心となり、「サイ

エンス工房」科目を開講した。また、地域社会との連携の下で地場産業や地域の課題ニー

ズとのマッチングを強めたインターンシップ教育を「地域環境支援教育センター」が担当

し、「プロジェクト実習」科目を開設した(別添資料 A-13)。   
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３）シラバス  
授業の背景、目的、位置付けを明確に示し、これを学部共通のフォーマットで統一し、

学生に配布した(別添資料 A-1、2)。平成 18 年度からはシラバスを Web 上で公開し、周知

を図った(資料 A-Ⅱ-13)。 

 

４）TA の活用 

TA の採用人数は、平成 16 年度 246 名から平成 19 年度 299 名へと増加し、高等学校にお

ける新課程履修の学生への対応に効果を上げた(資料 A-Ⅲ-4)。 

 

 
 
 
 
観点 主体的な学習を促す取組   

(観点に係る状況) 

１）自主学習への配慮  
① 推薦入学者へのリメディアル教育(別添資料 A-8)、入学時のオリエンテーション(資料   

A-Ⅲ-5)、１年次の導入科目（別添資料 A-14）等を通じて、大学への帰属意識を高める

とともに、勉学に対する動機付けを行った。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 
 

資料 A-Ⅲ-4  ＴＡの採用  

0

50

100

150

200

250

300

人
数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

現代GP関係

共通講座

物質工学科

電気工学科

建設社会工学科

機械知能工学科

 
（出典 九州工業大学 工学部教務データ）  
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資料 A-Ⅲ-5 平成 19 年度オリエンテーション・スケジュール  

  
 
 
 

② 「課題解決型科目」や「プロジェクト型実習科目」を充実させ、能動的に学生が思考

する機会を増やし、高学年に向けて「サイエンス工房科目」（全学生対象）を開設した(別

添資料 A-13)。さらに、TOEIC スコアの「上級英語」科目単位認定を行い、TOEIC 受験料

補助制度によって、TOEIC 受験者が増大した(資料 A-Ⅲ-6)。また、協定校間の相互交流・

語学研修を実施し、グローバル・エンジニアへの意識を高めた(別添資料 A-15)。加え

て情報基礎科目の教育強化を図り、情報処理技術の自主的学習のための教育環境を整備

した結果、教育システムの利用者が増加した（資料 A-Ⅲ-7）。 
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資料 A-Ⅲ-6  TOEIC 受験者数 
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（出典 九州工業大学 工学部教務データ） 

 
 
資料 A-Ⅲ-7 教育システム利用者数 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）表彰制度 

本学同窓会の明専会は、技術系競技会、学術講演会、産学連携活動等へ挑戦する機会を

与え、学生の新技術に対する挑戦意欲を高揚するために「技術賞」を、また語学力向上への

挑戦意欲を高揚するために「語学賞」を設定し、個人又は団体を表彰しており（資料 A-Ⅲ

-8、9）、毎年数名の学生が受賞している（資料 A-Ⅲ-10）。 

 
 
 

（出典：九州工業大学『情報科学センター広報』第 18 号・第 19 号）
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資料 A-Ⅲ-8 明専会技術賞  
 
１．目 的  

明専会の母校支援 M.R.S.（M.R.S.(Mind Refreshing System、  日本

語訳：「技術に堪能なる士君子」)の中で、国際社会に貢献できる技術者

養成支援の一環として、全ての学生に語学に関するインセンティブを均

等に与え、語学力向上への挑戦意欲を高揚することを目的とする。  
（略）  

 
（出典：平成 19 年度明専会技術賞実施要領）  
 
資料 A-Ⅲ-9  明専会語学賞  
 
１．目 的  

明専会の母校支援 M.R.S.（（M.R.S.(Mind Refreshing System 、日本語

訳：「技術に堪能なる士君子」)のひとつとして、全ての学生に技術系競技

会、学術講演会、産学連携活動等へ挑戦する機会を均等に与え、目に見

える顕著な成果を収めた学生個人又は団体に報奨金を授与し、新技術へ

の挑戦意欲を高揚することを目的とする。  
  （略）  
 
（出典：平成 19 年度明専会語学賞実施要領）  

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

３）自己評価学習シートの導入 

学生が履修計画、学習に関る自己管理を行えるよう、自己評価学習シートを導入し(別

添資料 A-16)、これを基に指導教員が履修指導を行う体制を強化した。 

 

４）教務情報システムの充実 

平成 16 年度より JAVA ベースの教務情報システムを導入した（資料 A-Ⅲ-11）。現在、

学内教員からの成績報告はこの教務情報システムへ移行できたため、入力翌日に学生への

成績開示が行えるようになった。 

 

資料 A-Ⅲ-10 明専会技術賞及び語学賞の工学部学生受賞者数  

技術賞 H17年度 H18年度 H19年度 語学賞 H17年度 H18年度 H19年度

優秀賞 1 1 0 国際賞 0 0 0

奨励賞 1 1 1 優秀賞 4 0 1

努力賞 0 0 2 奨励賞 2 4 1

学術奨励賞 0 0 0 計 6 4 2

計画分採択 1 2 4

計 3 3 7  
（出典：九州工業大学 学生支援課データ）  
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資料 A-Ⅲ-11 教務情報システム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：九州工業大学 工学部教務情報システム） 

 
 
５）グループ指導 

各コースともに１～３年次に対してグループ指導を実施し（資料 A-Ⅲ-12）、必修科目を

３回連続欠席した学生に対して、指導教員及び学年担任等が指導した（資料 A-Ⅲ-13）。ま

た、平成 18 年度より不登校学生・成績不振学生への早期対応、保証人との連携を目的とし、

全学生の保証人への成績郵送を実施し、不登校学生と成績不振学生に主体的な学習を促す

ための対応を行った（資料 A-Ⅲ-14）。 

 
 

資料 A-Ⅲ-12 指導教員等の役割についての申し合わせ  
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資料 A-Ⅲ-13  支援必要学生の早期発見と対応についてのガイドライン 

 
 
 

 
資料 A-Ⅲ-14 保証人への成績郵送事例 

 
 
 
６）受験料補助制度 

平成 16 年度より TOEIC の受験料補助制度を設け、学生たちの自発的な受験を促した。

TOEIC に関しては年々受験者数が増加傾向にあり、受験奨励の効果が表れた（資料 A-Ⅲ-6）。 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 学習・教育目標に沿って JABEE 基準に対応したカリキュラムを編成し、多様

な授業形態の組み合わせを実現した。情報教育の充実や、TOEIC 受験奨励等の

国際コミュニケーション能力の養成にも力を注いだ。特に、２つの現代 GP に関

連した体験型科目を導入し、学生の自主的な学習を促すとともにインターンシ

ップ教育も強化した。また、シラバスは統一フォーマットで、Web 上で公開す

るとともに、TA を採用して、高校の新課程履修学生の学習指導に対応した。さ

らに GPA 制度導入、指導教員による履修指導を行い、自己評価学習シートを導

入するなど指導強化を行った。 
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一般教養教育  

資料 A-Ⅳ-2 教育レベルの評価 

専門教育  

分析項目Ⅳ 学業の成果   

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)             
１）卒業生アンケート 

在学中における自己形成に及ぼした教育効果に対する卒業生のアンケートでは、「人間

科学科目」が効果的であったと回答した割合が 60～70％あり、年々増加傾向にある。また、

「工学専門科目」については、その効果を認めている回答者が 90％以上である（資料 A-

Ⅳ-1）。この結果は、学生が在学中に受けた教育に対する満足度が高いことを示した。 

 

２）企業アンケート 

卒業生の教育レベルに対して、卒業後３年目の就職先の企業へのアンケート結果（資料 

A-Ⅳ-2）から、一般教養教育では、「優れている、やや優れている」が平成 15(2003）年度

は 38％であったが、以後増加し平成 18（2006）年度には 51％、専門教育では平成 15（2003）

年度の 54％から徐々に増加し、平成 18(2006）年度には 70％に達した。概ね良好な評価で

推移しており、教育レベルが社会の要請水準にあることを示した。 

 

 

 

 
 
 

人間科学科目の効果  

資料 A-Ⅳ-1 大学教育が自己形成に及ぼした効果 

工学専門科目の効果  

（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報告書「現状と課題」 平成 19 年度版）

（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報告書「現状と課題」 平成 19 年度版）
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３）英語力 

英語力に対する卒業生のアンケート（資料 A-Ⅳ-3）では、その 40％が「在学中にほと

んど伸びていない」と感じている。そのため、平成 20 年度より英語の必修科目を新設する

ことした。TOEIC の受験者数は、平成 16 年度以降増加しており、受験奨励の効果が現れた

（資料 A-Ⅲ-6）。また企業のアンケート結果から、「優れている、やや優れている」が平成

16（2004）年度以降徐々に増加し、平成 18（2006）年度には 25％程度となった（資料 A-

Ⅳ-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）留年及び除籍・退学 

留年率については年々減少傾向を示しており（資料 A-Ⅳ-4）、担任制やグループ指導の

効果が現れた。また、退学者・除籍者数（資料 A-Ⅳ-5）は年に 50～70 名程度で推移して

いる。その原因は、学生の勉学意欲の喪失もあるが、経済的な理由によるものも少なくな

い。 

 

 

  

 
 

   

 

 
 
 

英語力（卒業生評価）

資料 A-Ⅳ-3 英語力の評価 

英語力（企業評価）  

（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報告書「現状と課題」 平成 19 年度版）

 
 

 過去４年間の留年率推移（工学部昼間）
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資料 A-Ⅳ-4 留年率 
 
 

過去４年間の退学・除籍者数推移（工学部　昼間）
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（出典：大学情報データベース） （出典：大学情報データベース） 
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観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)             

１）学習成果自己評価シート 

平成 17 年度から、学業の達成状況を学生自身が教務情報システムにより確認し、学習成

果自己評価シート（別添資料 A-16）にその状況を記入して指導教員との個別面談を年２回

実施した。学業成績を評価・総括し、以後の学習・履修計画の資料と学業の自己管理に活

用した。  

 

２）授業アンケート 

平成 16 年度の授業アンケートにおいて、学生が「興味をもって授業へ望んだ」という

回答が 3.55 ポイントから、平成 19 年度において 3.65 ポイントに上昇した（資料 A-Ⅳ-6）。

この結果は、教員の熱意が学生の学習意欲を高揚したことを示すものである。 

 

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を上回る 

(判断理由) 卒業生が在学中に受けた教育レベルとそれによって身に付けた資質について

は、卒業生及び企業から高い評価を受けた。英語力に関しては、卒業生及び社

会から高い評価を受けているとは言えないが、TOEIC の受験者数が増大したこ

とから、今後その向上が期待される。学習成果自己評価シートへの記入と個別

面談を実施し、学業成績に対する学生の自己評価を実施しており、自らの学業

成果を見つめ直す機会になっており、留年率の低下をもたらした。  

  

 
 

 

 

 

 

 

資料 A-IV-6 学生の授業への興味 
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（出典 九州工業大学 工学部授業アンケート  平成 17 年度～19 年度）  
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資料 A-V-1 卒業後の進路  
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(出典：九州工業大学概要 平成 16～20 年度) 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了)後の進路の状況 

(観点に係る状況) 

 毎年度卒業生の進路を調査しており、平成 15 ～19 年度の５年間では、学科間で多少差

異が見られるが、学部全体では、卒業生の約 60％が大学院に進学した（資料 A-V-1）。また、

進路が明確でない卒業生の割合は年々減少しており、平成 18 年度は２％であった。進学者

を除いた卒業生の就職率は 95％以上となっている｡ なお、その他には進学予定者も含まれ

ている。 

 就職先の業種は、教育方針に掲げる「ものづくり」に関連する業種(建設業、製造業、情

報通信業)が 72～85％を占めており、教育方針が学生の教育に反映されたことを示してい

る。 

 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

１）就職先企業の評価 

平成 13 年度から卒業生が就職した企業へ在学時に受けた教育等に対するアンケートを

実施した。平成 19 年度のアンケート結果から、卒業生の受けた教育レベルは、専門教育、

課題探究能力、課題解決能力で「優れている」と「やや優れている」を合わせると約 70％

(資料 A-V-2～4)、「仕事に取り組む熱意に対する教育」では「優れている」と「やや優れ

ている」が 80％超(資料 A-V-5)という高い評価を受けた。 
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２）卒業生の評価 

平成 18 年度から卒業後３年の卒業生を対象にアンケートを実施しており、平成 19 年度

の就職者アンケートでは、自身が受けた専門教育が「優れている」と「やや優れている」

を合わせると 74％(資料 A-V-6)、本学部を卒業したことに対しては、「とてもよかった」と

「良かった」を合わせて 89％(資料 A-V-7)と高い満足度であることが分かる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 A-V-5 卒業生が受けた仕事に取り

組む熱意に対する教育レベル  

（出典：九州工業大学工学部自己点検・

評価報告書「現状と課題」 平成 19 年

度版） 

資料 A-V-3 卒業生が受けた課題探究能

力レベル  

（出典：九州工業大学工学部自己点検・

評価報告書「現状と課題」 平成 19 年

度版） 

資料 A-V-2 卒業生が受けた専門教育レ

ベル  

（出典：九州工業大学工学部自己点検・

評価報告書「現状と課題」 平成 19 年

度版） 

資料 A-V-6 卒業生が受けた専門教育レ

ベル 

（出典：九州工業大学工学部自己点検・

評価報告書「現状と課題」 平成 19 年

度版） 

資料 A-V-4 卒業生が受けた課題解決能

力レベル  

（出典：九州工業大学工学部自己点検・

評価報告書「現状と課題」 平成 19 年

度版） 

資料 A-V-7 本学部を卒業したことへの

満足度  

（出典：九州工業大学工学部自己点検・

評価報告書「現状と課題」 平成 19 年

度版） 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 卒業生の約 60％が大学院に進学していることは、本学部の高度専門技術者を

育成する目的と合致している。就職する学生の 70～80％が「ものづくり」に関

連する業種就職していることは、本学部の教育方針が社会の要求に対応してお

り、高く評価されていることを明確に示すものである。また、就職先企業や卒

業生から専門教育レベルに高い評価を受けている。 
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Ⅲ 質の向上度の判断 

 
①事例１「卒業生、企業の評価」(分析項目Ⅰ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

部局評価委員会及び FD 委員会でアンケートを実施し、教育の改善を行った。その結果、学生及び

卒業生を受入れた企業からの評価は高い水準を維持している。 

 

②事例２「多様な教育方法の実践」（分析項目Ⅲ） 

(質の向上があったと判断する取組) 

平成 16 年度以降、課題解決型の科目、プレゼンテーション強化を目的とする科目など、学科毎に

新しい教育方法の導入を図った。平成 20 年度の学生便覧において、課題解決型科目と少人数科目に

ついて略号で明記して、学生に周知した。 

 

③事例３「学業分析と自己努力」(分析項目Ⅳ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

平成 16年度以降、学業への取り組み支援や成果分析の環境整備・改善を行ってきたが、徐々に留年

率の改善や英語力の外部評価への積極的参加など、質の向上を見ることができた（資料 A-IV-3、4）。 

 

④事例４「卒業生の『ものづくり』に関連する業種への就職状況」(分析項目Ⅴ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

進学者を除いた卒業生のうち「ものづくり」に関連する業種への就職割合は年々高い割合で推移し

ており(資料 A-V-1) 、本学部で学生が身に付けた資質や能力が発揮される分野に多くの学生が就職し

た。 

 

⑤事例５「就職先の企業及び卒業生に対するアンケートに基づく評価」(分析項目Ⅴ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

 平成19年度に実施の就職先企業アンケートから、本学部の卒業生の受けた教育レベルは、専門教育、

課題探究能力、課題解決能力及び仕事に取り組む熱意に対する教育で高い評価を受けた(資料 A-V-2～

5)。また、平成 19年度に実施の卒業生アンケートから、自身が受けた専門教育及び本学部を卒業した

ことについて満足度が高い(資料 A-V-6、7) 。 
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Ⅰ 工学研究科の教育目的と特徴 
 
１．高度科学技術開発に貢献する技術者・研究者を育成するために、各専攻の特色を生か  

した上級専門科目、語学科目及び共通科目を充実して、体系的教育課程を実施している。  
 
２．本研究科での教育の質と量を保証するために、研究指導体制を強化し、明確な学位授  

与基準を設定している。  
 
３．先端的工学分野におけるハイテク技術を支え、技術革新に貢献できる創造性豊かな人  

材を育成するために、プロジェクト研究及び学外実習科目等を通して、学生が社会のニ

ーズに対応できる資質を育む教育システムを採用している。  
 
４．国際社会で高度技術者として活躍できる人材を育成するために、交流協定校との連携  

及び国内・国際学会等での研究発表を積極的に奨励している。  
 
 
［想定する関係者とその期待］  

本研究科は入学希望者に対してアドミッションポリシーを公開しており、それに基づい

た「学習・教育目標」を設定している。したがって、教育・研究活動成果をもっとも享受

する関係者は在校生であり、学習・教育目標の高い達成度を期待している。また、修了生

の 90％以上が製造業、鉱工業、情報通信関係の企業へ就職していることから、想定する第

二の関係者は、修了生を雇用する企業や研究機関である。修了生は工学基礎科目の十分な

学修に基づいた上級専門科目を修得していること及び論理的思考力、問題解決力に加えて

語学（英語）力、表現力、コミュニケーション力を備え、研究・開発部門で国際的に活躍

できることが期待されている。  
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１) 観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況) 

1）専攻構成、学生定員・現員及び教員配置 

「ものづくり」を基盤とした工学系分野において、必要な基礎力を備え、かつ創造性豊

かな技術開発や高度知的資源等の研究開発に携わる人材を養成するための担当教員数等は

資料 B-I-1 の通りであり、各専攻の教員数は、設置基準を満たしている。  

 

2）社会人支援室 

技術者の再教育等で、大学院レベルの高度専門教育を施したいという社会的要請に応え、

社会人支援室を設置した。一般学生と同様の履修形態の「社会人(Ａ)」に加え、職場での

研究活動に配慮した社会人専用プログラムを利用した「社会人(Ｂ)」を新設した（資料

B-I-2）。「社会人(Ｂ)」では長期履修制度も設置され、この課程での履修指導を同室が行っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）教育組織と研究組織（教員組織）の分離 

各課程の教育目標及び人材養成の目的を明確にした上で、社会的ニーズ等に対応すべく、

教育組織と研究組織を分離することにより、機能的かつ流動的教員組織を編成して教育研

究組織の弾力化と教育研究機能の強化を目指した改組計画について検討し、平成 20 年度に

計画実施の承諾を文部科学省から得た（資料 B-I-3、4）。 

 

 

資料 B-I-2 社会人コースの新設 

九州工業大学大学院工学研究科学修細則第２条  別表１  
「社会人学生は、入学当初に、一般学生と同様の履修形態の「社会人（A）」、または、

平成 18 年度より新規に開設された職場での研究活動に配慮した社会人専用プログラム

を利用した「社会人（B）」のいずれかを選択するものとする。・・・」  
（出典：九州工業大学 大学院工学研究科「学生便覧・教授要目」平成 19 年度版） 

資料 B-Ⅰ-1 工学研究科の専攻と学生定員・現員及び担当教員数 
博士前期

について

設置基準教員数

指導教員＋

補助教員

（うち指導教員）

機械知能工学専攻 58 3 116 9 169 19 14 13 0 0 27 26 13 1 26 9( 9)

建設社会工学専攻 29 2 58 6 75 11 8 7 1 0 16 16 8 0 16 7( 5)

電気工学専攻 69 7 138 21 187 15 21 14 0 1 36 35 21 0 35 10(10)

物質工学専攻 46 4 92 12 147 14 13 13 0 0 26 24 12 2 26 7( 7)

機能ｼｽﾃﾑ創成工学専攻 31 13 62 39 95 9 7 6 0 5 18 13 7 0 13 7( 5)

合   計 233 29 466 87 673 68 63 53 1 6 123 114 61 3 117 40(36)

教授

研究指導

補助教員

助
教

合
計

研究指導教員

合
計Ｍ Ｄ Ｍ Ｄ Ｍ Ｄ

学科・専攻等名

学生定員
現　員

教　員　数 別  掲

入学定員 収容定員

教
授

准
教

授

講
師

 

（平成 19 年 5 月 1 日現在） 

（出典：大学情報データベース） 
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資料 B-I-4 大学院・学部の入学定員の改定概要  

（旧）

１．大学院工学研究科（博士前期・後期）

５専攻（２３３人・２９人）

工学部 ４学科（５４５人）

（新）
：増員

斜体：減員

大学院工学府（博士前期・後期）

５専攻（２６１人・１７人）

工学部 ６学科（５３１人）

※１．入学定員の変更に伴う予算上の教員数の増減は行わない
２．工学部については、この外に編入の定員を１０名増加し２０名とする。

 
（出典：九州工業大学外部評価報告書）  

資料 B-I-3 大学院・学部の改組計画の概要  
 

（旧 組 織） （新 組 織）

大学院工学研究科（博士前・後期）

５専攻
機械知能工学
建設社会工学

電気工学
物質工学
機能システム創成工学（２講座）
（独立専攻）

工学部 ４学科・１共通講座

教員所属
２０講座

機械知能工学
建設社会工学

電気工学
物質工学
共通

２２講座

大学院

工学研究院

教員所属
（７系１５部門）

工学府

５専攻

工学部

６学科

※１．研究院所属の
教員が大学院及び
学部を兼担する

２．研究院と教育組
織（学府及び学部）

は、密接な連携を図
るが組織編成上相
互に縛られない

学部

（博士前期・後期）

機械知能工学
建設社会工学

電気電子工学（名
称変更）
物質工学

先端機能システム
工学（名称変更）

機械知能工学
建設社会工学

電気電子工学（名
称変更）
応用化学（新設）

マテリアル工学
（新設）

総合システム工学
（新設）

 
（出典：九州工業大学外部評価報告書）  
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4) 指導教員グループ制  
  学位論文の指導は、所属する専攻の教育職員が担当した。博士後期課程においては、指

導教員グループが構成され(資料 B-I-5)、創造性豊かで幅広い視野を持った高度な技術者、

研究者として自立するにふさわしい学識・研究開発能力を持つ人材の育成が図られた。 

 

 

 

観点 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

改善のための体制 

「工学研究科学務委員会」では、シラバスの整備や教育・学習系統図を作成し、授業科

目の位置付けを明確にし、学生の授業の理解を助けている（別添資料 B-1）。 

GPA の導入を平成 19 年度から行い、成績評価の基準を明確にし、透明性を高めた（資料

B-I-6）。 

学生による授業アンケートを平成 19 年度に行い、授業の改善に生かした。 

FD 活動は、「FD 委員会」で工学部と一体的に行っており、次のとおり実施している。 

①授業公開による他教員の授業参観で出された授業に対するコメント収集を行い、互い  

の教育方法を改善する。 

②「学生と教員との交流会」を通して、教育方法等に関する学生からの意見を聴取し改 

善する (別添資料 B-2) 。 

③FD 活動に対する講演会を開き、教員への啓蒙を行う（資料 B-I-7）。 

部局評価委員会では、「企業アンケート」及び「修了生アンケート」を実施し、その結果

を集計して「現状と課題」を発行し、各教員へ配布して教育改善を促した（別添資料 B-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 B-I-5  指導教員グループ制（博士後期課程 ) 
 （主指導教員及び指導教員グループ）  
第５条 博士後期課程の学生は、学生の所属する専攻（以下「主専攻」という。）の

主として学生の指導にあたる教授または准教授（以下「指導教員」という。）から

授業科目の履修・学位論文作成等の指導を受けるものとする。  
２ 学生は、学位論文の作成等にあたって、主指導教員及び専攻する教育研究分野に

関連のある指導教員で構成する指導教員グループの指導を受けるものとする。  
３ 前項の指導教員グループは、次に掲げる者を含め、概ね３名から５名で構成する。

(1) 主指導教員  
(2) 主専攻から選出された教授又は准教授  
(3) 主専攻以外の 1 専攻 (以下「副専攻」という。 )から選出された少なくとも 1 名

の教授叉は准教  
（出典：九州工業大学 大学院工学研究科「学生便覧・教授要目」平成 19 年度版）  

資料 B-I-6 GPA の導入  
九州工業大学大学院工学研究科学修細則第 8 条の 2  「学生の総合的な成績は GPA を

用いて評価する。・・・」  
（出典：九州工業大学 大学院工学研究科「学生便覧・教授要目」平成 19 年度版）  
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 (２)分析項目の水準及びその判断理由  

(水準) 期待される水準を上回る 

(判断理由) 社会人専用プログラムと長期履修制度を備えた社会人コースを新設し(資料

B-I-2)、社会的ニーズに応えるべく、積極的に基本的組織編成を改善した。ま

た工学部・工学研究科では、研究組織と教育組織を分離し、教育研究組織の弾

力化と教育研究機能の強化を目指した改組(資料 B-I-3、4)を行うこととした。

さらに部局評価委員会でアンケートを実施し、教育を改善した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 B-Ⅰ-7  FD 講演会  
①講演テーマ：「ＦＤをめぐる現状について」  
 開催日時：平成 19 年 12 月 26 日（水）、  15:00～16:00 
 会場：事務局第一会議室  
 講演者：名古屋大学高等教育センター 教授 夏目達也 氏  
②講演テーマ：「学びの場としての大学・大学院」  
 開催日時：平成 20 年 1 月 23 日（水）、  15:00～16:00 
 会場：事務局第一会議室  
 講演者：中村学園大学大学院 教授 柳 治男 氏  
（出典：九州工業大学 工学部・工学研究科 FD newsletter No. 1(2008 年 )）  
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況) 

１）育成する技術者像と教育課程 

本研究科は教育理念と教育目標を設定し（資料 B-Ⅱ-1）、高度でかつ幅広い基礎学

力及び応用・開発能力を修得するように教育課程が設定された。また、各専攻は育

成する技術者像を明記しており（別添資料 B-1）、それに沿った教育を行うための講

義・研修・演習・実験等の科目を設定した。博士前期課程と博士後期課程の講義科

目の多くは共通で、各専攻に共通科目及び専門科目が開設された（資料 B-Ⅱ-2）。ま

た、学外研修・特別演習（後期課程）、プロジェクト研究（後期課程）のほか外国語

等の授業科目が準備された。 

 

資料 B-Ⅱ-1 教育理念と教育目標 

（出典：九州工業大学 大学院工学研究科「学生便覧・教授要目」平成 19 年度版） 
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資料 B-Ⅱ-2 履修基準表  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：九州工業大学 大学院工学研究科「学生便覧・教授要目」平成 19 年度版）  

 

２）共通科目の設置 

幅広い基礎学力と応用・開発能力を有する技術者を育成するために、各専攻共通

の実践的な科目として、MOT(Management of Technology)特論、知的財産論、情報基

礎特論、現代数学特論等が設定された。また、高い国際性を有する技術者を養成す

るために、英語・ドイツ語も準備しており、留学生のための日本語も開講した(別添

資料 B-4)。 

 

３）イミグラント科目の開講 

機能システム創成工学専攻では、学際領域の教育と研究を行うために、学部時の

専門分野と異分野の知識の融合を図るための導入教育としてのイミグラント科目を

開講した。この科目には、学生が学部時に科目以外の領域を修得するための科目（機

能材料創成工学特論Ⅰ・Ⅱ、機能システム設計工学特論Ⅰ・Ⅱ）と実験科目である

コラボレーションワークⅠ～Ⅶを設置した（資料 B-Ⅱ-3、別添資料 B-5）。 
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資料 B-Ⅱ-3 イミグラント科目（機能システム創成工学専攻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：九州工業大学 大学院工学研究科「学生便覧・教授要目」平成 19 年度版） 

 

 

 

観点 学生や社会からの要請への対応 

(観点に係る状況) 

１）教育方針と入学者受入方針 

入学希望者に対して、教育目標と受入方針を公開しており、大学案内やホームペ

ージで公開した（別添資料 B-6）。 

 

２）教育・学習系統図 

各専攻では、学生に対して育成する専門技術者像を明確にし、また開講している

専門科目群と学外実習科目等と基礎となる学部教育科目との関連性を含む教育・学

習系統図を学生便覧・教授要目に記載した（別添資料 B-1）。また、この図には、学

生が国際性を高めるための制度やシステムも記載した。 

 

３）GPA の導入 

教育目標の達成度を客観的に評価するために、平成 19 年度より GPA を導入した（資

料 B-Ⅱ-4）。 
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資料 B-Ⅱ-4 GPA による総合成績の評価 

 

（GPA による総合成績の評価） 

第8 条の2 学生の総合的な成績は、GPA (Grade Point Average)を用いて評価する。この

評価点を各々の授業科目の単位数による加重をつけて平均した値である。成績評価を

評価点に加算する場合は、次の基準に従う。 

90 点～100 点 4.0 

85 点～89 点 3.5 

80 点～84 点 3.0 

75 点～79 点 2.5 

70 点～74 点 2.0 

65 点～69 点 1.5 

60 点～64 点 1.0 

00 点～59 点 0 

３ 大学院学則第37 条に規定する入学前の既修得単位に関する規定により単位認定され

た授業科目は、GPA の計算の対象には含めない。 

４ 同じ授業科目を異なる年度にわたって複数回履修登録した場合、各々の履修年度にお

ける授業科目の評価点がGPA の計算の対象となる。 

 

（出典：九州工業大学 大学院工学研究科「学生便覧・教授要目」平成19年度版） 

 

４）短期修了制度 

優れた研究業績を上げた学生については、標準就業年限を短縮して修了すること

ができる制度を設定した（資料 B-Ⅱ-5）。 

 

資料 B-Ⅱ-5 博士課程の修了要件 

 

（博士前期課程の修了要件） 

第38 条 博士前期課程の修了要件は、大学院に2年（2年以外の標準修業年限を定める場

合は、当該標準修業年限）以上在学し、30単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導

を受けた上、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間

に関しては、優れた業績を上げた者については、大学院に１年以上在学すれば足りる

ものとする。 

（博士課程の修了要件） 

第39 条 博士課程の修了要件は、大学院に５年（博士前期課程に2年以上在学し、当該課

程を修了した者にあっては、当該課程における2年の在学期間を含む。）以上在学し、

37単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試

験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者

にあっては、大学院に3年（博士前期課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者

にあっては、当該課程における2年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるもの

とする。 

２ 第12条第4項の規定により標準修業年限を1年以上2年未満とした博士前期課程を修了

した者及び前条ただし書きの規定による在学期間をもって博士前期課程を修了した

者の博士課程の修了の要件については、前項中「5年（博士前期課程に2年以上在学し、

当該課程を修了した者にあっては、当該課程における2年の在学期間を含む。）」と

あるのは「博士前期課程における在学期間に3年を加えた期間」と、「3年（博士前期

課程に2年以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程における2年の在

学期間を含む。）」とあるのは「3年（博士前期課程の在学期間を含む。）」と読み

替えて、同項の規定を適用する。 

３ 前2項の規定にかかわらず、学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）第70条
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の2の規定により、大学院の入学資格に関し修士の学位を有する者又は専門職学位の

学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が、博士課程の後期3年の課

程に入学した場合の博士課程の修了の要件は、大学院に3年以上在学し、必要な研究

指導を受けた上、博士論文の審査及び試験に合格することとする。ただし、在学期間

に関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に1年以上在学すれば足

りるものとする。 

 

（出典：九州工業大学大学院学則） 

 

５）学位授与基準の公開 

博士の学位授与基準を明確にするために、各専攻でその基準を設定し、学生便覧・

教授要目及びホームページで公開した（資料 B-Ⅱ-6、 別添資料 B-7）。 

 

資料 B-Ⅱ-6 博士学位授与基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：九州工業大学 大学院工学研究科「学生便覧・教授要目」平成 19 年度版） 

 

 

６）社会人プログラムの開設 

社会人の継続的な教育への機会提供及び高度な大学院教育、研究指導による社会

人の再教育の場を提供するために、平成 18 年度より社会人プログラムを開設した。

このプログラムの特徴は、職場で対応できる科目として「コラボレーション科目」

を設置するとともに、夜間履修が可能な複数の科目を各専攻に設置した（資料 B-Ⅱ

-7）。また、修士論文については、職場での研究テーマも選択でき、さらに、博士学

位の取得については、特別研究による単位取得が可能となっており、最短３年間（博

士前期課程１年、博士後期課程２年）で学位が取得できる制度も設定した。なお、

博士後期課程の社会人入学者は、平成 17 年 14 名、平成 18 年度 15 名、平成 19 年度

10 名であった。 
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資料 B-Ⅱ-7 社会人大学院プログラム  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：九州工業大学 大学院工学研究科「学生便覧・教授要目」平成 19 年度版）  
 

７）社会人就学支援講座 

 社会人プログラムの一環として、本研究科へ入学を希望している社会人のみなら

ず、企業の技術者や小・中・高等学校等で教職に就いている教員の再教育の場を提

供するとともに、継続的に大学院への入学を視野に入れた講座を開設した（別添資

料 B-8）。この講座は平成 19 年度からスタートし、技術者大学院講座とスーパーティ

ーチャーズカレッジを開講した。なお、平成 19 年度の受講者は 13 名であった（資

料 B-Ⅱ-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 B-Ⅱ-8 社会人支援講座受講生  
 

 平成 19 年度

科目等履修生 3
技術者大学院講座  

聴講生  5
科目等履修生 0

ｽｰﾊﾟｰﾃｨｰﾁｬｰｽﾞｶﾚｯｼﾞ 
聴講生  5

 
（出典：九州工業大学 教育支援課データ）  
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８）長期履修制度 

この履修制度は、職業を有するなどのために一般の学生に比べて年間に履修でき

る単位数が限られ、標準就業年限で修了することができない社会人学生が標準就業

年限（博士前期課程２年、博士後期課程３年）を超えて一定期間に亘り、計画的に

教育課程を履修できるように配慮した制度であり、平成 17 年度にスタートした（資

料 B-Ⅱ-9）。この制度を利用した場合、標準修了年限で支払う授業料の総額を長期履

修期間で支払うことによって、修了までの各年の負担も軽減される。 

 

資料 B-Ⅱ-9 長期履修制度 

（出典：九州工業大学ホームページ（社会人プログラム）） 

 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 
（水準） 期待される水準を上回る 

（判断理由） 教育課程の編成について、従来の専門科目等に加え、学生や社会か

らの幅広い要請に迅速に対応した新しい全専攻共通科目の設定を行っ

た。特に、社会人教育を支援する目的で、「技術者大学院講座」、「スー

パーティーチャーズカレッジ」を平成 19 年度から開始した。また、博

士後期課程についても、社会人学生にも対応した柔軟な指導体制を構

築した。 

 

 

 

 

 

 



九州工業大学工学研究科 分析項目Ⅲ 

 －2-14－ 

分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況) 

１）全専攻共通科目の充実 
大学院の教育課程と研究指導体制を充実・強化することにより、自立して研究及び技術

開発に従事することのできる能力を養うことを目標として、大学院開設科目の充実、内容

の精選、系統図作成の上に体系化を図った（別添資料 B-1）。各専攻の専門科目に加え、実

社会の業務遂行上有用な MOT・知的財産科目、専門的な基礎科目やコミュニケーション能

力の向上を目的とした科目など多様な幅を持つ全専攻共通科目（実践科目）の充実を行い、

教育課程の内容の見直しや精選を年度毎に行った（別添資料 B-4、5）。 

 
２）学外との連携 
①産学連携 

プロジェクト研究の推進、インターンシップの活用等により、現実の社会のニーズに密

着した教育と研究指導の充実・強化を図ることを計画し、平成 18 年度から学外での半導体

講座、企業研修を、「学外実習」及び「学外演習」という単位認定科目とし、平成 18 年度・

平成 19 年度と単位修得実数を増やした(資料 B-Ⅲ-1)。これらの科目では、研究テーマに

即した具体的課題を先端技術を有する国内外の企業等との協力関係の下で解決する取り組

みが実施され、個別の大学院生の希望に応じ専攻毎に対応した（資料 B-Ⅲ-2、3）。 

 
資料 B-Ⅲ-1 博士前期課程学外実習・学外研修の単位修得状況 
 

専 攻 平成 18 年度 内訳 平成 19 年度 内訳 

機械知能工学 
専攻 

  1 
国際宇宙大学 

(2 ヶ月) （2 単位） 

電気工学専攻 2 
国際宇宙大学 

(2 ヶ月) （4 単位）
3 

国際宇宙大学 
(2 ヶ月) （2 単位） 
三井ﾊｲﾃｯｸ 

(1 ヶ月) （2 単位） 
ｿﾆｰ･ｴﾙｴｽｱｲ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ㈱ 

(2 週間)（2 単位） 

物質工学専攻   2 
新日鉄八幡 

(2 週間) （2 単位） 
機能ｼｽﾃﾑ創成 
工学専攻 

1 
新日鉄釜石 

(3 週間) （2 単位）
  

計 3  5  

 
（出典：九州工業大学 教育支援課データ） 
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資料 B-Ⅲ-2 学外実習事例 
 

 
 
 
②学術機関との連携 
高度な知的資源の創出能力の涵養を目的として、協定校や国際宇宙大学（フランス）サ

マープログラムへの参加など学外の大学への派遣や留学（資料 B-Ⅲ-3）、あるいは本学へ

の受入れなどを実施し教育の多様化、高度化を行った（資料 B-Ⅲ-4）。一部専攻では、釜

山大学（韓国）との修士論文合同発表会等を実施した（別添資料 B-9）。 
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資料 B-Ⅲ-3 学外派遣及び留学事例 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３）その他  
①優れた研究業績を上げた学生は在学期間を短縮して修了することを認めた（資料 B-Ⅱ-5、   

B-Ⅲ-5）。 

②社会人大学院プログラムにおいて、社会に配慮した柔軟な履修システムを導入した（資

料 B-Ⅱ-7）。 

資料 B-Ⅲ-4 協定校間留学生受入れ・派遣実績表 
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③博士前期課程学生の多くが TA として学部教育に、博士後期課程学生の一部が RA として

研究活動の補助に関わっており、幅広く教育や研究の方法を学ぶ機会を提供した（資料

B-Ⅲ-6）。 

 
資料 B-Ⅲ-5 博士課程後期の短期修了の状況 

専 攻 
平成 17
年度 

内訳 
平成 18
年度 

内訳 
平成 19
年度 

内訳 

機械知能工学専攻 ０ ０ ０ ０ 1 うち社会人 1

電気工学専攻 ０ ０ 3 うち社会人 3 2 うち社会人 1

物質工学専攻 ０ ０ ０ 2 うち社会人 1

計 0 3 3 5 3
（出典：九州工業大学 教育支援課データ） 

 
 
資料 B-Ⅲ-6 TA/RA 採用表 

 
 ※各年、前期採用者に通年を含む。      

 

 

※現代 GP 関係は、平成 18 年度は理数教育支援センターのみ、平成

19 年度は理数教育支援センターと地域環境支援教育センターでの

採用者 

（出典：九州工業大学 教育支援課データ） 
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観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況) 

１）研究指導体制の強化 
各専攻では、学生がそれぞれの研究室に所属し、指導教員を中心とした研究活動の場で

マンツーマンの緻密な指導を受けつつ実験・実習を通して研究・学習している。博士後期

課程では、指導教員グループによるきめ細かな教育・研究指導を行い、報告書書式を用い

て、主指導教員に教育・研究指導状況の報告を求めた（資料 B-Ⅲ-7）。 
 
資料 B-Ⅲ-7 教育研究活動報告書に関わる「申し合わせ」及び「様式」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）学術奨励体制 
学生が研究課題に主体的に取り組み、また国際学会や国内の学会での研究発表を行う

ことを奨励するために、経済的支援を行っている。平成 16 年度までは学長裁量経費によ

って大学院生の独創的研究を支援してきたが、平成 17、18 年度は一旦この制度を中止し

てより効果的な支援策の検討を行い、平成 19 年度からは博士後期課程研究支援経費を新

設し、採択件数と総支援額を大幅に増加して、ユニークな研究・海外での発表等を支援

した（資料 B-Ⅲ-8）。 

 
資料 B-Ⅲ-8 平成 15～19 年度 研究・海外発表支援実績 

  採択件数 採択金額(千円) 備  考 

平成 15 年度 2 1,626 学長裁量経費 

平成 16 年度 2 1,609 〃 

平成 17、18 年度 0 0 一旦中止し、発展策を検討 

上期 13 3,862
平成 19 年度  

下期 10 1,960
博士後期課程研究支援経費 

（出典：九州工業大学 学生支援課データ） 
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 また、本学同窓会組織である明専会から明専会奨学金等として以下の支援を行った 。 
①プレゼンテーション能力を高めるために、旅費の支援を行って学会など外部での研究

発表を奨励した（資料 B-Ⅲ-9）。②技術系競技会、学術講演会、産学連携活動等へ挑戦

する機会を与え、学生の新技術に対する挑戦意欲を高揚するために「技術賞」を、また語

学力向上への挑戦意欲を高揚するために「語学賞」を設定し、個人又は団体を表彰し（資

料 B-Ⅲ-10、11）、毎年数名の学生が受賞している（資料 B-Ⅲ-12）。 

 
資料 B-Ⅲ-9  平成 18~19 年度明専会奨学金採用数（工学研究科） 
 

 博士前期課程 博士後期課程 
平成 18 年度 51 名 8 名 
平成 19 年度 47 名 7 名 

(出典：九州工業大学 学生支援課データ) 
 
 
資料 B-Ⅲ-10 明専会技術賞 
 
１．目 的 

明専会の母校支援 M.R.S.（M.R.S.(Mind Refreshing System、 日本語訳：「技術

に堪能なる士君子」)の中で、国際社会に貢献できる技術者養成支援の一環として、

全ての学生に語学に関するインセンティブを均等に与え、語学力向上への挑戦意欲を

高揚することを目的とする。 
（略） 

 
（出典：平成 19 年度明専会技術賞実施要領） 

 
資料 B-Ⅲ-11  明専会語学賞 
 
１．目 的 

明専会の母校支援 M.R.S.（（M.R.S.(Mind Refreshing System 、日本語訳：「技術に

堪能なる士君子」)のひとつとして、全ての学生に技術系競技会、学術講演会、産学連

携活動等へ挑戦する機会を均等に与え、目に見える顕著な成果を収めた学生個人又は

団体に報奨金を授与し、新技術への挑戦意欲を高揚することを目的とする。 
  （略） 
 
（出典：平成 19 年度明専会語学賞実施要領） 

 
資料 B-Ⅲ-12 明専会技術賞及び語学賞の工学研究科学生受賞者数 

技術賞 H17年度 H18年度 H19年度 語学賞 H17年度 H18年度 H19年度
特別賞 0 1 0 国際賞 0 0 1
優秀賞 2 0 1 優秀賞 1 3 1
奨励賞 0 1 2 奨励賞 1 2 3
努力賞 0 0 0 計 2 5 5

学術奨励賞 1 3 1
計画分採択 0 0 1

計 3 5 5  
（出典：九州工業大学 学生支援課データ） 
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３）研究組織を活用した学生創造プロジェクト 

学生の自主的創造的「ものづくり」能力を養うために、研究組織を活用した実務型教育

を推進した。本学に「技術系関連競技会出場支援事業（学内公募）」が創設され、競技会参

加のためや、地域連携や学内を対象とする「学生提案型創造プロジェクト」実施のための

経済支援が行われた（資料 B-Ⅲ-13、14）。 

 

 
 

 

 
 

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 博士前期課程では授業科目の体系化を図り、共通科目（実践科

目）を充実させ多様な授業形態の組み合わせを実現した。また、

教育・学習系統図の作成、研究指導グループによる指導体制の強

化など履修指導を徹底した。また学外の産学諸機関への派遣、国

際交流も積極的に行うとともに、多くの大学院生を TA・RA として

採用し、教育・研究への参画を通して、高度技術者の養成を実施

し、研究活動・研究発表の支援体制を強化した。さらに博士後期

課程では、教育研究活動報告書を用いて教育の質の保証を行った。 

 
 
 

資料 B-Ⅲ-13 技術系関連競技会出場支援団体 
 

競技会名称 代表者所属 指導教員 
全日本学生フォーミュラ大会 工学研究科機械知能工学専攻 河部 徹 
能代宇宙イベント 
UNISEC 能代イベント協議会 

工学研究科電気工学専攻 趙 孟佑 

ロケット打ち上げキャンペーン 
フランス惑星協会主催 

工学研究科機械知能工学専攻 米本 浩一 
相良 慎一 

Come Back Competition UNISEC 工学研究科機械知能工学専攻 赤星 保浩 
平木 講儒 

（出典：九州工業大学技術系関連競技会出場支援団体等一覧（平成 18 年度）） 
 

資料 B-Ⅲ-14 学生提案型創造プロジェクト（夢プラン）支援団体 
 

プロジェクト名称 代表者所属 指導教員 
キャンパス省エネ緑花計画 工学研究科電気工学専攻 大塚 信也 
九工大１００周年記念衛星プロジェクト 工学研究科電気工学専攻 趙 孟佑 
（出典：学生提案型創造プロジェクト（夢プラン）支援団体等一覧（平成 18 年度）） 
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分析項目Ⅳ 学業の成果   

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)             
１）研究成果の発表 

学位論文作成に向けた研究においては、指導教員グループを構成し、高度な研究

能力と技術開発能力をもつ人材の育成を図った。博士後期課程においては、自専攻

以外に他専攻の教員も加わり、広い視点での研究指導を行った。平成 18、19 年度に

国内外の学会及び論文発表において、大学院生が筆頭者として発表した件数は、博

士前期課程学生が年間に平均１件、博士後期課程学生が２件であった（資料 B-Ⅳ-1）。 

特に、国外での研究発表では、本学同窓会(明専会)からの学会参加のための奨学金

も有効に活用されている（資料 B-Ⅲ-9）。 

 

資料 B-Ⅳ-1 学生による研究発表  
 

  平成 19 年度  平成 18 年度  

  前期課程 (665 名 ) 後期課程 (66 名） 前期課程 (625 名 ) 後期課程 (62 名）  

  発表  
件数  

う ち 学 生
が フ ァ ー
スト  

発表
件数

うち学生  
がファー  
スト  

発表
件数

うち学生が  
ファースト  

発表  
件数  

うち学生が
ファースト

論文  
発表  146 72 72 49 168 73 68 39 

国内  
学会  517 454 67 34 536 462 58 30 

国際  
学会  185 116 71 49 187 110 70 43 

その
他  34 33 21 15 36 32 7 7 

合計  882 675 231 147 927 677 203 119 

 

（出典：九州工業大学 教育支援課データ） 

 

 

 

２）学位取得者数 

修士学位取得者数は、平成 17～19 年度において約 300 名前後で推移し、定員(233 名)の約 1.27～

1.44 倍となっており、順調に経緯した（資料 B-Ⅳ-2）。博士学位取得者は、平成 17～19 年度におい

て 12～14 名程度であり、定員（17 名）を数名下回っている（資料 B-Ⅳ-2）。 
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観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)             

修了学生の評価 

在学中における「専門科目」が自己形成に及ぼした教育効果に対する修了生のアンケー

トでは、「大いにある」、「かなりある」の回答が 80％以上であり、年々増加傾向にある。

この結果から、学生が在学中に受けた教育に対する満足度は高いといえる。また、「修士・

博士論文のための取組」が自己形成に及ぼした効果については、「大いにある」、「かなりあ

る」の回答が 97％であり、博士前期・後期課程での研究が自己形成に極めて効果的であっ

たことを示している（資料 B-Ⅳ-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ｂ-Ⅳ-2 学 位 授 与 者 数の状 況  
  博士前期課程  

専 攻  平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度  定員  
機械知能工学専攻  87 91 82 58
建設社会工学専攻  36 32 37 29
電気工学専攻  85 81 100 69
物質工学専攻  49 50 79 46
機能システム創成工学専攻  38 41 38 31

計  295 295 336 233
                                        

博士後期課程（単位取得退学後の授与を含む）  
専 攻  平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度  定員  

機械知能工学専攻  7 ＊5 2 4
建設社会工学専攻  2 1 2
電気工学専攻  3 5 5 4
物質工学専攻  2 2 3 4
機能システム創成工学専攻  ― ― 3 3

計  14 12 14 17
＊ 旧設計生産工学専攻 1 名を含む  
（出典：九州工業大学 教育支援課データ）  

資料 B-Ⅳ-3 修了生アンケート  
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 専門科目が自己形成に及ぼした効果    学位論文のための取り組が自己形成に

及ぼした効果  
 
（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報告書「現状と課題」 平成 19 年度版） 



九州工業大学工学研究科 分析項目Ⅳ 

 －2-23－ 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由  

（水準） 期待される水準を上回る 

（判断理由） 学生が身に付けた学力や資質・能力については、高い水準にあることが「学

生による研究発表数」に現れており（資料 B-Ⅳ-1）、また、学業の成果に関す

る学生の評価についても、修了生アンケートにより、満足のいくものであっ

たことが示されている（資料 B-Ⅳ-3）。さらに、後述する修了生及び企業ア

ンケートにも反映されている（資料 B-Ⅴ-2～5）。 
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

 (１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了)後の進路の状況 

(観点に係る状況) 

本研究科では毎年度修了生の進路を調査している。平成 15 ～19 年度の５年間では、博士前期課程修

了生のうち就職者は 96.5％、博士後期課程への進学者は 2.5％、進路が明確でない修了生は１％である。 

博士前期・後期課程修了生で「その他」に分類されている多くは社会人修了生である。 

博士前期課程修了生の就職先の業種は、専攻間で多少差異があるが、本研究科が教育方針に掲げる「も

のづくり」に関連する業種(鉱業、建設業、製造業、情報通信業)が 78～88％を占めており、教育目標達

成度が高いことが示されている（資料 B-Ⅴ-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

１）企業の評価 

修了生の教育レベルに関する学外の評価としては、平成13年度から修了生の就職した企業へ在学時に受

けた教育等についてアンケートを実施した。 平成 19 年度に実施の修了生を対象とした企業アンケートか

ら、修了生の受けた教育レベルは、専門教育、課題探究能力、課題解決能力で「優れている」と「やや優

れている」を合わせると約70％(資料B-V-2～4)、「仕事に取り組む熱意に対する教育」では85％(資料B-V-5)

と高い評価を受けた。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料B-V-2 修了生が受けた専門教育レベル 

 
（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報 

告書「現状と課題」 平成19年度版） 

資料B-V-3 修了生が受けた課題探究能力レベル 

 
（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報 

告書「現状と課題」 平成19年度版） 

資料 B-V-1 修了後の進路  
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(出典：九州工業大学 学生支援課データ) 
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２）卒業生の評価 

平成18年度から修了後３年が経過した修了生を対象にアンケートを実施した。平成19年度に実施した就

職者アンケートでは、自身が受けた専門教育について「優れている」と「やや優れている」を合わせると87％

(資料B-V-6)、本研究科を修了したことについて「とてもよかった」と「良かった」を合わせると74％(資料

B-V-7)と満足度が高いことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料B-V-6 修了生が受けた専門教育レベル) 

 
 

（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報 

告書「現状と課題」 平成19年度版）  

(資料 B-V-7 本研究科を修了したことへの満足

度) 

 
（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報告

書「現状と課題」 平成19年度版） 

資料 B-V-4 修了生が受けた課題解決能力レベル 
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（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報告書「現状と課題」 平成19年度版） 

資料 B-V-5 修了生が受けた仕事に取り組む熱意に対する教育レベル  
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（出典：九州工業大学工学部自己点検・評価報告書「現状と課題」 平成19年度版） 



九州工業大学工学研究科 分析項目Ⅴ 

 －2-26－ 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 修了生の80％以上が、「ものづくり」に関連する業種（製造業、建設業、情報通信業）  

の企業へ就職していることから、教育理念に沿った高度専門技術者を輩出したことを示し   
ている。また、就職先企業や修了生から本学の専門教育レベルに非常に高い評価を受けた。 
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Ⅲ 質の向上度の判断 

 
①事例１「修了生や企業の評価」(分析項目Ⅰ・分析項目Ⅳ・分析項目Ⅴ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

部局評価委員会でアンケートを実施し、教育の改善を行った。その結果、修了生を受入れた企業及び

修了生からの評価は高い水準を維持している(資料 B-Ⅳ-3、資料 B-Ⅴ-2～7、 別添資料 B-3)。 

 
②事例２「社会からの評価」（分析項目Ⅱ） 

（質の向上があったと判断する取組） 

社会からの幅広い要請に迅速に対応した新しい社会人修学支援講座「技術者大学院講座」及び

「スーパーティーチャーズカレッジ」を開講し、社会から高い評価が得られた。 

 
③事例３「教育方法の多様化・教育方法の導入」（分析項目Ⅲ） 

（質の向上があったと判断する取組） 
平成 16年度以降実践的な全専攻共通科目が新規に開設され、コミュニケーション能力強化、実践的知

識の獲得、英語能力の向上など、大学院生の期待に応えるための教育方法を大幅に導入した。 

 
④事例４「修了生の就職状況および質の評価」(分析項目 V) 

（質の向上があったと判断する取組） 

博士前期課程修了生の「ものづくり」に関連する業種への就職割合は年々高い割合で推移しており、

本研究科の意図する分野に多くの学生が就職した(資料 B-V-1)。また、平成 19年度に実施の就職先企業

アンケートから、本研究科の修了生の受けた教育レベルは、専門教育、課題探究能力、課題解決能力及

び仕事に取り組む熱意に対する教育で高い評価を受けた(資料 B-V-2～5)。 
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Ⅰ 情報工学部の教育目的と特徴 

 

[組織の特徴と特色] 

１．本学部は、昭和 61 年に全国初の総合的で本格的な情報工学部として設置された。将 

来、情報技術が広く社会に浸透していき、当たり前に使われていくということを予見し

て、既存の学問分野と情報工学の融合を行い、5 つの学科を設けて、新分野の研究と教

育を切り拓いてきた。本学部では、人材養成等教育研究の目標を「情報を基軸とする科

学技術分野において、高度な専門技術を身につけて情報化社会をリードし、国際的に通

用する人材を養成するため、科学技術の進歩に対応できる基礎技術力と、先端的な技術

開発を推進できる専門技術力を修得させることを目標とする」（学則第２条(２)）と規

定している。 

本学部には、対象分野が異なる 5 つの学科があり、各学科のカリキュラムは次の目標

が達成できるように編成されている。 

 

（a）対象分野の基礎と情報工学を並行してバランスよく教育する。 

（b）大学院教育までの一貫性を重視した基礎的教育を行う。 

（c）充実した実験と演習を行う。 

（d）人間や社会に対する幅広い理解力、外国語の運用能力を身に付けさせる。 

 

２．本学部の各学科が掲げる学習・教育目標は、組織の特徴で述べた人材養成目的に合致

するように、下記の(A)～(H)の能力を、卒業までに学生に修得させるべき能力として規

定している。 

 

(A) 地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養 

(B) 技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、および技術者が社会に対して負っている責

任に関する理解 

(C) 数学、自然科学及び情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力 

(D) 該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる能力。 

この(D)については、JABEE の定める「分野別要件」をカバーするように設計されて

いる。知能情報工学科は「情報及び情報関連分野」、電子情報工学科は「電気・電子・

情報通信及びその関連分野」、システム創成情報工学科は「情報及び情報関連分野」、

機械情報工学科は「機械及び機械関連分野」、生命情報工学科は「生物工学及び生物

工学関連分野」。 

(E) 種々の科学、技術及び情報を利用して社会の要求を解決するためのデザイン能力 

(F) 日本語による論理的な記述能力、口頭発表能力、討論等のコミュニケーション能力

及び国際的に通用するコミュニケーション基礎能力 

(G) 自主的、継続的に学習できる能力 

(H) 与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力 

なお、上記(A)～(H)の能力は JABEE 要求基準であり、各学科と共通講座の特色に応じ

て具体化したものを JABEE 認定基準に準拠した工学教育プログラムとして整備した。こ

れによって平成 18 年 5 月には、全国初の学部全学科 JABEE 認定を実現した。 
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[想定する関係者とその期待] 

想定する関係者としては、学生本人と、学生の就職先である企業である。 

 学生からの期待としては、まずは学習・教育目標に掲げる内容を十分身につけて（学士

力を備えて）卒業することである。また時間的・経済的な負担となるような留年に至らず

に、順調に進学できることや、卒業後の進路、就職へのサポート等に対する本人の満足度

があると考える。 

また、企業からの期待としては、採用したい学生がどのような教育を受けて入社してき

ているのか、教育内容をガラス張りにするとともに、企業からの要望を考慮して、JABEE

等の国際的な教育認定基準に準拠して、教育体制が整備されていることであると考える。 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況) 

本学部は高度な情報技術者の組織的養成を目指し全国初の情報工学部として設置され、 

既存の学問分野との融合を行いつつ、新分野の研究と教育を推進するため５学科１講座に

よって構成している。教員数は設置基準を十分満たしている（資料 C-1）。 

 

 

 
資料 C- 1 情報工学部の学生定員・現員及び教員数  

（平成 19 年 5 月 1 日現在） 

出典：大学情報データベース 

 
 

学 生 定 員 

入学定員 
教 員 数 

 
 

学 科 名 

1 年 次  編 入 学

収容
定員

現員 教
授

准
教
授

講
師

助
教 

合
計 

設 置 基 準 教 員 数

（  ）は教 授  

知能情報工学科 88 10 372 405 7 8 1 6 22 9（５）

電子情報工学科 88 10 372 385 9 7 0 6 22 9（５）

ｼｽﾃﾑ創成情報工学科 78 10 332 352 9 7 0 6 22 9（５）

(制御ｼｽﾃﾑ工学科）       7          

機械情報工学科 78 10 332 342 7 7 1 4 19 9（５）

(機械ｼｽﾃﾑ工学科)       34          

生命情報工学科 78 10 332 341 8 7 0 6 22 9（５）

(生物化学ｼｽﾃﾑ工学科)       10          

共通講座         4 8 0 0 12 

【別表第二】                  20(10)

合  計 410 50 1740 1876 44 44 2 28 118 65(35)
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観点 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

１） 本学部では、各学科と共通講座に教育改善委員会を設置しており、それぞれのカリ

キュラムの独自性を考慮しつつ、恒常的に教育内容・教育方法の評価・検討と必要に

応じた改善を行っている(資料 C-2)。 

 また、FD 委員会は一連の教育改善活動を率先してきた（資料 C-3）。学生による授業

アンケートは平成 12 年度から始めたが、現在は、非常勤講師担当科目も含めた全科目

で実施している(一部の実験等は除く)。さらに、アンケート結果の上位に位置する教

員は、年度毎に数名が「Lectures of the Year」として選出される (資料 C-4)。これ

によって、各教員に授業のより一層の改善を促すための体制を確保した。平成 18 年度

からは、教員相互の授業評価を教育改善に役立てるため、「授業公開」を開始した。年

度毎に、授業を公開する教員を一定数選出した(資料 C-5)。 

   教育改善に関するこうした様々な取り組みは、本学の先進的な教育の取り組みをま

とめた冊子『教育ブレティン』等を通じて公開しており、各教員が、他の教員の教育

改善の取り組みや成果を自らの教育活動に活かす体制も整えた。 

   こうした活動は学生授業アンケートでの満足度の向上（資料 C-6）の結果につなが

っており、成果を上げた。 

さらに、この観点は JABEE の審査項目にもなっているが、上記のような教育改善活

動が実を結び、平成 18 年には全学科一斉に JABEE 認定を受けた（資料 C-7）。 

  

 

 

 

FD委員会
教育改善委員会(各学科）

現場の問題の調査
改善余地事項の把握

各学科 科目担当

実施
効果の報告

各学科 教育改善委員会

学習教育目標の設定
教育の改善方法を策定

教育委員会
学科横断的問題点、改善策、
実施方法を検討
結果を学科に提案

Action

Plan Do

Check

 

資料 C- 2 教育の継続的改善を目的とした Plan-Do-Check-Action による組織
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授業アンケート

大学
共通
初代

学部
共通
１版

学部
共通
２版

学部
共通
３版

８項目 17項目 13項目 ３項目

LoY参観

専用
投票

アンケート
結果利用

6人 30人 10人
学科1人 学科5人 学部10人

統合
簡素

5人
分類1人

個別
詳細

融
合

電子化

e-learning

学科教育改善委員会

３項目+記述

学部
共通
４版

学部

大学院アンケート公開

Lectures of the Year

授業公開
自由参観

15年度 16年度 16年度後期 18年度 19年度

FD講演会

参加義務化

10万円

17年度  
資料 C- 3 FD 活動の変遷  

     

      
平成１８年度 

  L  ectures of the Year  
   

（アンケート回答者数が２０名を超える総合評価上位１０名）   
    

※ 
 
 総合評価上位１０名  

 ・・・ 
 非常勤講師を除く。   

    
 
 

氏  名   科   目   名     

     データ構造とアルゴリズム   
   

     微分方程式 
   

     
医用工学  

     生物プロセスシステム工学   
   

     
経済学入門Ⅱ 【経済学Ａ】   

   

     
ドイツ語Ⅰ 

   

     
運動行動情報論   

    

     
文化人類学Ｃ    

     
英語Ｌ

 

  
 

  
文学入門Ⅰ

 
   

    
    

資料Ｃ -4 平成 18 年度 Lectures of the Year 
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資料 C- 6 授業アンケートによる評価  

 

前学期 
授業公開者 コメンテータ コメンテータ コメンテータ 公開日

    ７/6（金）4 限

    6/27（水）2 限

    6/15（金）1 限

    7/2（月）1 限 
    6/13（水）3 限

    7/10（火）2 限

    6/25（月）4 限

    6/12（火）4 限

   5/31（木）1 限

後学期 
授業公開者 コメンテータ コメンテータ コメンテータ 公開日

   11/22（木）5 限 
   11/19（月）3 限 
    1/8（火）3 限 
    12/10（月）1 限 
    1/22（火）2 限

    1/10（木）5 限

   11/8（木）1 限

   12/17（月）3 限 
   12/7（金）2 限

平成１ ９ 年度授業公開者

資料 C- 5 平成 19 年度授業公開実施教員  
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 基本的組織の編成としては、設置基準で定められている専任教員数を満たし   

ている。また、教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制についても、  

「関係者」のために継続的に教育改善に向けて取り組む成果が実って、全国で 

初めて全学科一斉 JABEE 認定された。 

      以上のことから、取り組みや活動、成果の水準は期待される水準を大きく上   

回ると判断する。 

 

 

 

 

 

 

文教速報 平成 18 年 5 月 
24 日第 6886 号 5 ページ 

 
資料 C- 7 全学科一斉の

JABEE 認定記事  
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況) 

 本学部では、情報処理教育に関する学部共通の理念をベースに、学科ごとに独自の学習・ 

教育目標を設定し、大学案内パンフレットやホームページ（別添資料 2.1-1）、さらに、独 

自に開発した教務情報システム等で公開し、その学習・教育目標を達成するために、教育 

課程を体系的に編成した。具体的には、学習・教育目標(A)～(H)のそれぞれについて、授 

業科目を割り当て、それらの科目を１～４年次に有機的に配置し、教育効果が上がるよう 

な工夫をした。なお、全５学科で平成 17 年度に JABEE の審査を受け、揃って認定を受けて 

おり(資料 C-7)、この年度の卒業生から５年間は有効である。このように、教育課程を含 

む教育システムの有効性が第三者によって証明された。学習・教育目標と、JABEE が要求 

している基準(a)～(h)との対応関係（別添資料 2.1-2）を、また、それぞれの学習・教育 

目標を達成するための科目群（別添資料 2.1-3）が示してあり、これらの科目群を１～４

年次にわたって体系的に配置した図を示し（別添資料 2.1-4）、シラバスには学習・教育目

標との関連性を学生に周知した（資料 C-8）。 

なお、JABEE 要求基準 (a)の「地球的視点から多面的に物事を考える能力と素養」に関

して、共通講座の教員が担当する教養科目が主に１～２年次に配置されており、JABEE 要

求基準 (f)の「国際的に通用するコミュニケーション能力」に関しても、同じく共通講座

の教員が担当する英語教育を学部横断的に行い、能力別クラス編成及び少人数教育を徹底

して教育効果を上げており、JABEE の審査でも評価された。 

JABEE 要求基準(b)の「技術者倫理」に関しては、各学科とも必修科目を設けて、身に付

けさせることを行っている。さらに、要求基準(e)の「デザイン能力」や、(g)の「自主的、

継続的に学習できる能力」、また、(h)の「与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、ま

とめる能力」に関しては、各学科とも、学生実験や計算機演習、卒業研究等でこれらの達

成を行っている。なお、システム創成情報工学科では、１年次からプロジェクト型の科目

教育によって、問題解決型の教育を早期から行っている。 
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データ構造とアルゴリズム 

  科目名: データ構造とアルゴリズム (05) Data Structure and Algorithm 

  担当教員: 山崎 敏正 (生命情報工学科) t-ymzk@bio.kyutech.ac.jp 

            情報科目 必修科目 2 単位 

            1 年 後期 金曜 1 限目 金曜 2 限目  ＡＶ講義室 

授業の概要 

コンピュータ言語として広く使われているＣ言語の文法を題材にコンピュータの動作原理を理解する。また、コン

ピュータを用いた問題解決能力、効率の良いプログラミングの作成能力を養う。データ構造およびアルゴリズム

を理解させるための基礎として、関数、ポインタ、ファイル入出力操作を教える。演習もあわせて行なう。 

カリキュラムにおけるこの授業の位置付け 

プログラミング（1 年前期必修）を前提科目とする。また、続くプログラム設計（2 年前期必修）と合わせて、Ｃ言

語によるプログラミング技法を学習し、完結する。さらに、この科目は、教職の「情報」対応科目である。また、

本科目は JABEE の学習・教育目標における（B）理系基礎に分類される。  

授業項目 (授業計画) 

(1) 便利な UNIX コマンド  

(2) 多次元配列（基礎）  

(3) 多次元配列（応用）  

(4) 制御文  

(5) 関数（ローカル変数とグローバル変数）  

(6) 関数（データの受け渡し）  

(7) 文字列操作  

(8) ポインタ（基本）  

(9) ポインタ（ポインタと関数）  

(10) ポインタ（文字列操作、配列操作）  

(11) 再帰とソート  

(12) 構造体とデータ構造  

(13) ファイル入出力  

(14) 各種アルゴリズムと簡単な検索システム  

(15) UNIX OS の核であるカーネルとシステムライブラリ 

授業の進め方 

1 限目はその日の課題の講義と前週の演習問題の解答を行なう。2 限目は端末を使った演習を行なう。未回

答の分を含めてすべての演習問題を、原則として翌週までに課題レポートとして提出する。 

授業の達成目標 (学習・教育目標との関連) 

Ｃ言語プログラミング、ファイルデータの入出力処理、無駄のないアルゴリズム構築の基礎を修得することを目

標とする。 

この講義では、学習・教育目標（B)に関連し、情報科学、数学、確率・統計、生物学、化学などの基礎学力を育

成する。 

成績評価の基準および評価方法 

達成目標に掲げた事項の達成度を中間試験(30 ％) と期末試験(70 ％) により総合的に評価する。ただし、

2/3 以上の出席はもちろんのこと、毎週課されるレポートをすべて提出しなければ期末試験の受験資格はな

い。 

キーワード 

Ｃ言語、プログラミング、アルゴリズム、データ構造、ポインタ、関数 

教科書 

林晴比古:改訂新 C 言語入門(ビギナー編) (ソフトバンク) 

参考書 

林晴比古:改訂新 C 言語入門(シニア編) (ソフトバンク) 

九州工業大学情報科学センター：インターネット時代のフリーUNIX 入門（朝倉書店） 

備考  
資料 C- 8 シラバスの記述例（生命情報工学科） 
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観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況) 

１）多様な学習環境を経て編入してくる高専や短大からの編入生について、既取得単位の 

シラバスと本学部のシラバスとを精査比較して、単位認定を行った。これにより学生の 

多様なニーズに対応しつつも各学科の学習・教育目標を達成させる履修計画を立てられ 

るようになる単位認定制度を確立した（資料 C-9）。 

２）大学院と学部との間に、相互乗り入れ科目が設定されており、一定の単位を修得済み 

の学生に対して、限定された単位数の範囲内で大学院科目の履修が許可されている。 

３）全国１４の国立工学系大学／高専と単位互換協定を結んで、e-learning による科目履 

修を実施している。また各学科の専門科目や入学前教育（リメディアル教育）等につい

て講義資料、補足資料や復習テストなど、講義内容を補完するように e-learning によ

る学習支援を行なっている（資料 C-10） 

４）学生のキャリア形成教育を推進するために、キャリアセンターを設置し、専任スタッ 

フ（元本学教授）１名と職員２名を配置している。またキャリア形成概論等の講義の実 

施と、就職支援活動を行なっている（資料 C-11）。 

５）企業からの要請に対応した教育プログラムとして平成 17～18 年度に現代 GP「地元企 

業と連携した実践的 IT 技術者教育」を実施した（資料 C-12）。 

６）平成 19 年度に社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム「初等中等教育および 

生涯学習のための情報教育支援士養成プログラム」が採択された。情報教育支援士は、 

小・中・高等学校及び生涯学習の現場で情報教育の支援を行い、情報システム担当専門 

員として教育施設のコンピュータやネットワークの管理・運用の仕事を行なうことが出 

来る。 

７）学生や社会からの要請へ対応するために、学生や卒業生、企業へのアンケート調査を 

毎年実施しており、これらのアンケート結果を教育改善活動への参考資料とした。 

８）質の高い数学及び情報教育が実施されるための教員養成を目的として全学科で「数学」 

及び「理科」の教職課程を平成３年度入学生より設置した。平成 13 年度からは「情報」 

の教職課程に変更し、その後、平成 15 年度入学生からは、「数学」及び「情報」の免許 

を取得出来るように整備し、毎年度、教職免許を取得した学生が卒業した（資料 C-13）。 

また、高等学校一種免許の有資格者の社会人を対象として、教職免許「情報」、「数学」 

の追加取得を可能とする免許法認定公開講座を開講した（資料 C-14）。 
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資料 C- 10 情報工学部の e-learning による学習支援  

 

 
 

資料 C- 9 3 年次編入学生に対する単位認定リスト  
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資料 C- 11 情報工学部キャリアセンター 

http://edocweb.iizuka.kyutech.ac.jp/www/career.nsf 
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資料 C- 14  免許法認定公開講座の受講者数  
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資料 C- 13 教職課程による「情報」及び「数学」の免許取得者数  

 

 
資料 C- 12  平成 17 年度現代 GP：人材交流による産学連携教育テーマ「地元企業と

連携した実践的 IT 技術者教育」の採択記事  

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 教育課程の編成について、「関係者」の期待に応えるために、体系的に編成し    

て適切な配置・内容となっているかを継続的に検討・改善に努めてきた成果と

して、全国で初めて全学科一斉 JABEE 認定された。また、学生や社会からの要

請への対応について、学生のニーズに対応する教育課程の編成に十分配慮する

とともに、企業からの要請でもある現代 GP による地域貢献教育プログラムを実

施した。さらに、社会からの要請でもある免許法認定公開講座や情報教育支援

士養成プログラムを実施した。 

以上のことから、取り組みや活動、成果の水準は期待される水準を大きく上   

回ると判断する。
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況) 

１） 本学部では、学生に学科毎の学習・教育目標を達成させるため、一般的な講義や演

習・実験の外に、様々な形態の授業を設けている。まず、入門科目を設けて、各学科

の授業科目の体系的な配置を展望させ、学習の動機付けに役立たせるようにした。専

門科目を学ぶ上で、基礎学力が十分でない学生に対しては、補習授業科目を開設した。  

また、授業内容を効率的に学ばせるために、様々な演習付き講義科目を設けて TA

を配置した。さらに、各専門分野での課題探求と問題解決の能力を養うために、PBL

教育科目も開設した（資料 C-15）。 

２） 学習指導法の工夫としては、教育課程の趣旨に沿った適切なシラバスを作成するよ

うに心がけると同時に、その内容を本学部のホームページの「履修課程と教育内容」

等ですべて公開した。シラバスには、学習を進める上での指針となるよう、各授業科

目の「カリキュラムにおける位置付け」、「授業の進め方」、「学習・教育目標との関係」、

「成績評価の基準」等を記載した（資料 C-8）。また、本学部独自で開発した教務情報

システムでは、学習・教育目標の他に、シラバス、成績、進級・卒業要件、学生の授

業への出席状況、学年暦等が一括管理されており（資料 C-16）、職員、学生の双方が

アクセスでき、教育改善に大きな効果を上げた。教務情報システムは JABEE 審査でも

高い評価を受けた（別添資料 3.1-1）。 

さらに、こうした学習指導法向上のための取り組みが認められ、平成 18 年度海外先

進教育実践支援プログラムに採択され、プロジェクト科目の開発と実施に優れた教育

を行なっている英国ラフバラ大学より講師を招いた。それによって先進的な教育方法

の指導を受けるとともに、本学のプロジェクト科目に対して外部評価を実施した（資

料 C-17）。 

 
 
(学科 ) 

入門科目 補習授業科目 演習付き講義科目 

(TA 配置) 

ＰＢＬ教育科目 

知能情報

工学科  
計算機リテラシーA 

知能情報工学基礎

演習 

人 工 知 能 プ ロ グ ラ ミ

ング・演習 

オ ブ ジ ェ ク ト 指 向 プ

ログラミング・演習 

知能情報工学実験

演習 III 

 

電子情報

工学科  
電子情報工学入門 電磁気学Ⅰ・同演習 

デ ー タ 構 造 と ア ル ゴ

リズム 

電 子 情 報 セ ミ ナ ー

Ⅱ 

システム

創成情報

工学科  

システム創成入門 システム制御演習 

シミュレーション演

習 

物 作 り プ ロ ジ ェ ク

ト 

シ ス テ ム 創 成 プ ロ

ジェクト 

機械情報

工学科  
計算機リテラシーM 電気回路 M・同演習 

基礎物理学 A・同演習 

固体力学演習 

機 械 情 報 プ ロ ジ ェ

クト 

生命情報

工学科  
生命情報工学入門 

解析基礎補習 

線形代数補習 

初等物理補習 

生化数学・演習 

解析・基礎演習 

物理学入門・演習 

ラ イ フ サ イ エ ン ス

実験  
バ イ オ テ ク ノ ロ ジ

ー実験 

 
資料 C- 15 多様な授業科目（代表例） 平成１９年度  
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資料 C- 16 教務情報システム  

 市報 いいづか ２００６年１０月号（ＮＯ．７） 7 ページ 

 
資料 C- 17 ラフバラ大学講師による PBL 実践教育  
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観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況) 

１） 学習成果自己評価シートを用いた、学生自身による学習・教育目標の達成度評価を実 

施した。これは、学生が年２回、期末試験の成績を自ら記入し、学習の達成度の状況を   

把握するものである。具体的には、教務情報システムを利用して科目毎の点数評価を自 

分の評価シートに各学習目標に沿ってレーダー・チャートに記録し、学生自身がその学

期を振り返って達成度を評価する（資料 C-18～20）。 

またその結果から次学期の学習・履修計画を立て、自らの学業を自己管理する。学生 

は、作成したポートフォリオを携えて、各学期の初めにそれぞれの担任教員と面談を行

い、学業面と大学生活について相談し、各学習・教育目標においての弱点や悩みなどに

関して指導を受ける。これらの一連の活動から、留年者数の減少（資料 C-21）、退学、

除籍者数の減少（資料 C-22）等の結果につながっており、成果を上げた。 

２）この取り組みの一層の整備計画として、平成 19 年度特色 GP に「学生自身の達成度評 

 価による学修意識改革 －学習成果自己評価シートをベースとする自己評価システムの 

構築－」に採択され、３年にわたり、自己評価シートを電子化するためのシステムの開 

発・構築を行っている。 

  

 資料 C- 18 学習成果自己評価シートの内容１ 
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資料 C- 19 学習成果自己評価シートの内容２ 

 

資料 C- 20 達成度評価シート 
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留年者数推移
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資料 C- 21 留年率の推移  

 

過去5年間の退学・除籍者数推移（情報工学部）
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資料 C- 22 退学・除籍者数の推移  



九州工業大学情報工学部 分析項目Ⅲ    

－3-21－ 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由)  学生のために多様な授業形態を用意し、本学部独自の教務情報システムを活  

用して、学習指導法の工夫を継続的に実施してきた。そのため、学習・教育目

標を達成するための教育方法については、全学科で十分に改善が行われてきた。

その大きな成果として、全学科で JABEE 認定されるに至った。 

本学部独自の学習成果自己評価シートを発案し、全学科で導入した。この方   

式の有効性が認められた結果、全学的に採用されるに至った。また、この取り

組みをさらに発展させる提案が、平成 19 年度特色 GP「学生自身の達成度評価

による学修意識改革」に採用された。  

以上のことから、教育方法改善の取り組みはいずれも、客観的に高い評価を

与えられたものであり、期待される水準を大きく上回るものと判断される。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況) 

１） 学習の効果が上がっているかどうかをチェックする目的で、全学科で学習成果自己

評価シートに基づいて学生自身による達成度評価を行った（資料 C-18～20）。 

また、英語教育の効果を定量的に把握する目的で TOEIC の受験を奨励しており、平

成 19 年度入学生からは、学生全員に対して、入学時、１年終了時（２月）、３年前期

終了時（10 月）の計３回 TOEIC の受験を義務付けた。TOEIC の結果を年次進行でチェ

ックし、英語教育が効果的かどうかを調べ、科目編成や教育内容の改善に役立てられ

る体制へと整備した。 

また、学務委員会では、定期的に、単位取得状況や進級状況、卒業終了状況等（別

添資料 4.1-1）をチェックして、教育方法等の改善に役立てた（別添資料 4.1-2）。ま

た学位授与数の推移（資料 C-23）については、学生は順調に学位を取得した。 

さらに、成績優秀な学生を表彰し、授業料を免除する制度（別添資料 4.1-3）、海外

留学制度等を設けて（別添資料 4.1-4）、国際的なコミュニケーション能力のアップに

つなげるとともに、情報処理教育の資格試験を奨励しており、これを意識した科目を

設置した。 

２） 平成 19 年６月 26 日付で、「認定された教育課程の修了者（JABEE の認定プログラ

ム修了者のうち文部科学大臣が告示した教育課程の修了者）」が指定された。「認定さ

れた教育課程の修了者」は、「修習技術者」となり、技術士第二次試験受験に必要な経

験を積めば、技術士第二次試験を受験することができ、技術士第二次試験合格後、技

術士登録をすることで、技術士資格を得ることができる（資料 C-24）。全学科の工学

教育プログラムは、この認定された教育課程に含まれている。本学部から JABEE 修了

生として卒業した学生の累計を示しており、順調に「修習技術者」を増やした（資料

C-25）。  
 

 

 

学 位 授 与 の 推 移
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資料 C- 23  情報工学部の学士（情報工学）学位授与者数の推移  
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観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況) 

学業の成果に関する学生の評価については、各年度末に卒業時アンケートを実施した。

その中で、就職に対する大学の支援及び就職先に対する満足度の意識調査を示す（資料

C-26～28）。アンケート結果では、不満に感じている人数はおおむね 10％以下であり、多

数の学生は否定的な意見ではなく、卒業後の進路に対する満足度は増加の傾向にある。ま

た、就職は学生の学業の成果の結果とみなすことが出来ることから、教育の効果が上がっ

ていると判断される。さらに、平成 19 年度卒業生に対して初めて行なった学習・教育目

標の成果（学士力）への満足度のアンケート結果（資料 C-29）では、全項目で約 10％以

上の学生は非常に成果が得られたと回答している。コミュニケーションスキル、広い視野

と深い教養及び国際性で 40～50％程度の値となっているが、他の項目では 70％以上の学

生が成果が得られたと回答している。 

 

 
(出典：http://www.jabee.org/OpenHomePage/gijutsushi.htm#m3) 

 
資料 C- 24 技術士第一次試験を免除される修習技術者について 
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資料 C- 25  情報工学部の JABEE 修了取得者の推移  
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Q14 就職活動への大学の支援

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H17

H18

H19

アンケート回答数（H17=288名，H18=341名，H19=220名)

非常に良かった

良かった

普通

良くなかった

非常に良くなかった

資料 C- 26 卒業時アンケート１ 

Q19.自分の卒業後の進路

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H17

H18

H19

アンケート回答数（H17=288名，H18=341名，H19=229名)

非常に満足

満足

普通

不満足

非常に不満足

資料 C- 27 卒業時アンケート２ 

Q22. あなたは卒業後の希望通りの進路を選ぶことができまし
たか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H17

H18

H19

アンケート回答数（H17=288名，H18=341名，H19=228名)

非常に満足

満足

普通

不満足

非常に不満足

資料 C- 28 卒業時アンケート３ 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 学業の成果に関する学生の評価について、卒業時アンケートでは、学習・教   

育目標（学士力）に対して、一部の項目を除いて 70％以上の学生が成果が得ら    

れたと回答している。また卒業後の進路に対しては 60％が満足と回答している 

ことから、期待を上回る結果が得られたと判断する。 

学業の成果については、継続的な教育改善を進めてきた成果が実り、全学科 

JABEE 認定を取得するに至った。 

また学生が身に付けた学力や資質・能力について、平成 19 年６月 29 日付で  

「文部科学大臣の告示した教育課程の修了者」として全学科の教育課程が指定 

されたことで、本学部の JABEE 課程修了者は学士（情報工学）の学位のみなら 

ず、｢修習技術者｣としての資格も得られることになった。またこの教育課程を 

修めた卒業者が順調に輩出された。 

また「修習技術者」は、科学技術の応用面に携わる技術者にとって最も権威

のある国家資格である「技術士」を目指す近道でもあり、国の科学技術創造立

国の政策を推進する上からも、有資格者の増加は望ましいことといえる。 

以上のことから、取り組みや活動、成果は期待される水準を大きく上回ると

判断する。 

Q2 学習・教育目標について：次の項目でどのように評価しますか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報科学、数学、物理学、生物学、化学などの基
礎学力

専攻する学問分野における基本的な知識
の体系的な理解と専門分野への応用能力

広い視野と深い教養および国際性

デザイン・構想力

専攻する専門分野と情報処理技術を組み
合わせた学際分野にとり組む意欲と能力

日本語によるコミュニケーション・スキル

外国語によるコミュニケーション・スキル

論理的思考力や数量的スキル

理解力

問題解決力

技術者倫理

社会性

チームワーク、リーダーシップ

自己管理力

生涯学習力

平成19年度卒業時アンケート（有効データ数234）

①非常に成果が得られた ②成果が得られた
③成果は得られなかった ④全く成果は得られなかった
無回答

態度・志向性

知識・理解

専門能力

汎用的技能（知的活
動でも職業生活や社
会生活でも必要な技
能）

資料 C- 29 卒業時アンケート４ 
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了)後の進路の状況 

(観点に係る状況) 

１）卒業後の職業別推移（資料 C-30）は、人材養成等教育研究の目標として掲げている、 

「高度な専門技術を身につけて情報化社会をリードする」ことのできる職業としての情 

報処理技術者に就いている者が大半を占めている。 

２）本学部が位置する九州地区での大卒者就職率の比較(資料 C-31)は、九州地区の平均 

と比較して常に高い就職率（進学を含む）（93%以上）を保っている。 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

0 50 100 150 200 250
人数

H16年度

H17年度

H18年度

H19年度

H20年度

情報工学部の職業別就職者の推移（進学を除く）

情報処理技術者

機械電気技術者

その他専門的・技
術的職業従事者

その他

 
資料 C- 30 就職者の職業別推移  

94.6
93.2

96.3 96.0 95.5

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

就
職

率
=

（
進

学
＋

就
職

）
/
卒

業
者

数

H16年4月 H17年4月 H18年4月 H19年4月 H20年4月

情報工学部の就職率 ※本学および文科省公表資料から作成

情報工学部 九州地区 大学全体

 
資料 C- 31 九州地区における大卒者就職率の比較 
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観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

１） 卒業生に対する企業のアンケート結果（資料 C-32～35）によると、「自主的、継続 

的な学習能力」、「自主的な行動能力、実行力」、「学んだ知識、得た情報を応用する能力」、

「情報ネットワーク、パソコン活用能力」について卒業生に対する評価は高く、90％以  

上が肯定的な意見である。 

 

 

 

Q7.自主的な行動能力、実行力

12%

54%

27%

7%

0%

非常に高い

高い

普通

低い

非常に低い

資料 C- 33 情報工学部の卒業生に対する企業の評価２  

Q5.自主的、継続的な学習能力

19%

45%

28%

7% 1%

非常に高い

高い

普通

低い

非常に低い

資料 C- 32 情報工学部の卒業生に対する企業の評価１  

H18 年 度 企 業 アンケート

有 効 回 答 数 =111 名  

H18 年 度 企 業 アンケート 

アンケート回 答 数 =111 名  
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を上回る 

(判断理由) 卒業後の進路の状況について、九州地区における就職率よりも良い就職率を   

保っていることから、想定する関係者である学生に対して期待される水準を上

回ると判断する。また、関係者からの評価について、企業アンケートでは、60％

が満足と答え、全体の 90％以上が肯定的な意見であったことから、想定する関

係者である企業に対して期待を上回る結果が得られていると判断する。 

さらに、「想定する関係者」としての企業に対して、教育システム内容の明確 

化と透明化を図る継続的な教育改善作業を進めてきた成果が実って、全学科 

JABEE 認定を取得するに至った。これらの活動も反映して学生や企業関係者か 

らも好意的なアンケート結果を得るに至った。 

以上のことから、取り組みや活動、成果は期待される水準を上回ると判断す

る。 

 
 

Q15.情報ネットワーク、パソコン活用能力

22%

47%

25%

5%

1%

非常に高い

高い

普通

低い

非常に低い

資料 C- 35 情報工学部の卒業生に対する企業の評価４  

Q8.学んだ知識、得た情報を応用する能力

8%

55%

32%

5%

0%

非常に高い

高い

普通

低い

非常に低い

資料 C- 34 情報工学部の卒業生に対する企業の評価３  

H18 年 度 企 業 アンケート

アンケート回 答 数 =111 名

H18 年 度 企 業 アンケート

有 効 回 答 数 =106 名  
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Ⅲ 質の向上度の判断 
 

①事例１「情報工学部全学科一斉に JABEE 認定」(分析項目Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，Ⅴ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

法人化時点では、まだ取り組みを開始した段階であったが、教育の質の向上に向けて、全学科で JABEE

認証を取得することとし、平成 18 年５月８日に全学科が揃って認定された。このことは、教育の質の

改善へ向けた取り組みが JABEE 認証を取得することとなり、各分析項目の高い水準結果として認められ

たといえる。また、学部全学科の一斉認定は全国初の快挙である。 

 

②事例２「学習成果自己評価シートによる学生自身の主体的学習を促す工夫」(分析項目Ⅲ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

法人化時点では、機械情報工学科（旧機械システム工学科）で取り組みを開始した段階であったが、

学生の主体的な学習を促す取り組みとして、学習成果自己評価シートを導入し、現在、全学的に実施さ

れており、平成 19 年度には特色 GP「学生自身の達成度評価による学修意識改革 －学習成果自己評価

シートをベースとする自己評価システムの構築－」として採択され、さらに発展的な取り組みへと展開

した。このことは、学生自身の意識改革へとつながり、留年者数の低下等へと効果が出てきた。 
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Ⅰ 情報工学研究科の教育目的と特徴 

 

 21 世紀においては、情報技術は単に人間活動を効率化させるための補助手段に留まらず、

むしろ社会を豊かにするために中心的な役割を果たすことが期待されている。  
 本研究科の修了生には、こうした 21 世紀をリードする情報技術者として、バランスの

とれた総合的研究開発能力を身に付け、技術に堪能な士君子として社会において活躍でき

るようになることが求められており、その達成のための基礎として以下のことを学ぶ。  
 
(A) 技術者としての豊かな国際性、社会性、倫理観  
(B) 情報科学・工学及び各分野で必要な基礎学力  
(C) 個人の問題発見能力、問題解決能力  
(D) 英語を含む論理的なコミュニケーション能力及び共同で問題解決に当れる能力  
 

その上で、各分野で活躍でき、以下のことが実現できる能力を身に付ける教育を行う。

まず、情報科学専攻の知能情報工学分野では人と計算機が協調する知的情報処理メカニズ

ムの開発、システム創成情報工学分野では制御理論に基づく新システムの創造、生命情報

工学分野では広義のバイオ分野における研究やシステム開発の推進等を行う。また情報シ

ステム専攻の電子情報工学分野ではエレクトロニクス分野における先端技術の開発、機械

情報工学分野ではロボティクスやメカトロニクスの原理を発展させた高度知的機械システ

ムの構築等を行い、さらに情報創成工学専攻では実社会のニーズに基づいた実務指向でプ

ロジェクトベースの研究・開発等を行う（別添資料 D-1）。  
 

 

[想定する関係者とその期待] 

想定する関係者は、第一に学生本人とその保護者であり、関連して高等学校や高等専門

学校の生徒、保護者、教員があげられる。第二に卒業生を受入れる就職先であり、中心は

企業だが他に公共団体や研究機関等も含まれる。両者に共通の期待は、情報処理技術及び

各専攻•分野の専門知識を修得するとともに、総合的な問題解決能力とコミュニケーション

能力を身に付けることであると考えられる。学生•保護者の期待にはこれらの他に、留年等

を避け経済的•時間的負担がかからないことや友人関係の育成等を含む快適な大学生活を

送ることなどが加わる。また企業等の期待には、忍耐力等社会人としての基本的行動様式

と各職場に適応して即戦力となる能力を備えていることなどにも重点が置かれる。
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況) 

１）３専攻体制 

情報科学、情報システム、情報創成工学の３専攻体制をとっている。このうち情報科学

と情報システムの２専攻は学部の５学科と対応しており、前者は知能情報工学、システム

創成工学、生命情報工学の３分野、後者は電子情報工学、機械情報工学の２分野からなる。

情報創成工学は独立専攻であるが、他の２専攻とともに十分な入学希望があり、教育目的

を達成するための各専攻の教員数は設置基準を満たしている（資料 D-1-1）。 

 当初情報科学（基盤）と情報システム（応用）の２専攻でスタートした本研究科は、イ

ンターネットに代表される情報基盤の展開により、社会に新たな要請が生じたことを踏ま

えて、情報創成工学専攻を開設した。これは、社会の必要性に柔軟に対応してきた表れで

ある。 

 

資料 D-1-1 情報工学研究科の構成 

出典：大学情報データベース  
 

 

２）大学院の部局化 

質的に変転する社会的ニーズに対応するため、教育組織と研究組織（教員組織）を分離

することで、教育研究組織の弾力化と教育研究機能の強化を目指した。また、大学院への

入学希望者数と、修士号取得者への求人数という２つの量的な面でも社会的ニーズが高い

ため、博士前期課程の学生定員を増加させることにした。ただし我が国の産業界等は従来

から工学系学生の早期育成を求めており、博士号取得者の需要はあまり高まっていない。

この全国的な趨勢は本研究科に対しても例外ではないため、博士後期課程の定員は減少さ

せることとした。これらをまとめた大学院部局化の改組計画について文部科学省に認めら

れ、平成 20 年度から実施の運びとなった（資料 D-1-2）。 

 

 

 

 

    

学生定員 教  員  数  別  掲  
博士前期

について

入学定員 収容定員 

現 員
研 究 指 導

教 員  

設置基準

教員数 
学 科 ・専 攻 等

名  

Ｍ Ｄ Ｍ Ｄ Ｍ Ｄ

教
授 

准
教
授 

講
師 

助
教 

合
計   

教
授 

研

究

指
導 

補

助

教
員 

合
計 

指導教員＋

補助教員  

(うち指導  

教員 ) 

情 報 科 学 専 攻  75 12 150 36 199 27 22 21 1 0 44 24 22 20 44 11(11)

情 報 システム

専 攻  
48 8 96 24 145 14 16 15 1 0 32 17 15 15 32 7( 7)

情 報 創 成 工 学

専 攻  
27 8 54 24 77 17 8 5 0 4 17 9 8 4 13 7( 4)

合    計  150 28 300 84 421 58 46 41 2 4 93 50 45 39 89 25(22)
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資料 D-1-2 大学院と学部の改組計画の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）准教授の主査化 

 若い教員の教育研究能力を発揮させるため、本研究科創設時から小講座制を採らず准教

授も独立に研究室を運営しており、博士前期課程学生の育成について実績を重ねてきた准

教授については、平成 20 年度より審査の上で独立の指導教員と修士論文の主査としての資

格を広く認めることにした。 

 

 

観点 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

１) 大学院委員会 

３専攻６分野と共通講座、入試室から委員が参加し、教育課程の設定や改善方針の策定

を中心に活動した。シラバスの整備や教育・学習系統図作成を行い、授業科目の位置付け

を明確にし、学生の授業の理解を助けている。 

また成績評価に GPA を導入し、評価基準をシラバスで明確にして Web 上でも公開して透

明性を高めた。 

 

２）大学院改革ワーキンググループ（WG） 

大学院委員会が入試や卒業査定等を含む定常的な活動の中で教育改善を行っているの

に対し、カリキュラムの編成替えなど大幅な教育改革を計画するため、副研究科長の下に

教員が集まって大学院改革 WG を結成し、平成 18 年度を中心に活動した。その討議の成果

は、主に分析項目Ⅲで述べるように、コース/モジュール制を中心とした教育の充実を図っ

情 報 工 学 部 長情報工学部  

情 報 工 学 研

究院長  

情報工学

研究院  

副 情 報 工 学 研

究院長  

兼務  

機械情報工学科  

生命情報工学科  

情 報 工 学 府  

大学院  

副 情 報 工 学

府 長  

副 情 報 工 学 部 長

電子情報工学研究系

シ ス テ ム 創 成 情 報 工

学研究系

機械情報工学研究系

生命情報工学研究系

人間科学系  

情報創成工学研究系

人間科学部門  

情 報 物 理 部 門 ， 機 械 シ ス テ ム 基 礎 部

門 ，設 計 シ ス テ ム 部 門 ，精 密 シ ス テ ム

部 門 ， 生 産 シ ス テ ム 部 門  

情 報 数 理 部 門 ， 制 御 情 報 シ ス テ ム 部

門 ，物 理 情 報 部 門 ，シ ス テ ム 統 合 部 門

エ レ ク ト ロ ニ ク ス 部 門 ， コ ン ピ ュ ー

タ ・ Ｌ Ｓ Ｉ 部 門 ，ネ ッ ト ワ ー ク ・ シ ス

テ ム 部 門  

知 能 数 理 学 部 門 ，知 能 情 報 ア ー キ テ ク

チ ャ ー 部 門 ， 知 能 情 報 メ デ ィ ア 部 門

担当

兼務

生命情報工学部門  

情 報 駆 動 機 器 部 門 ， 情 報 駆 動 生 産 部

門 ，シ ス テ ム 創 成 工 学 部 門 ，メ デ ィ ア

工 学 部 門  

情報創成工学専攻

情報システム専攻

シ ス テ ム 創 成 情 報

工学科  

電子情報工学科  

知能情報工学科  

情報科学専攻  

知能情報工学研究系

学部  

研究組織（教育職員所属組織）  

兼務  

情 報 工 学 府 長

教育組織  
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たことである。本制度は平成 19 年度から実施し、文部科学省の大学院 GP に採択された。 

 

３）ファカルティディベロップメント（FD）委員会 

学部教育に関して従来から活発に実績を重ねてきた FD 委員会の活動を大学院にも展開

するため、平成 19 年度から同委員会が大学院教育の改善も担当することとした。学生アン

ケートを全科目で実施するなどの急速な展開は、学部教育で蓄積してきた経験を生かせた

ことによる。 

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を上回る 

(判断理由) 専任教員数は設置基準を満たしており、平成 20 年度から、大学院部局化の

改組計画により、教育研究組織の弾力化を明確な形にすることとした。少子化

の時代でありながら継続的に多数の入学希望者を集め、博士前期課程の学生定

員も社会的ニーズに合わせ増加させた。また、大学院教育は一般に学部教育と

は異なり、個別の研究室で行われる研究活動に重点を置いてなされるのが一般

的であるが、本研究科では講義の単位数も多いことから、FD 委員会等、教育

改善組織を整えた。特筆すべきは、ねらいを絞った改革 WG を立ち上げて教育

改革を機動的に実施し、大学院 GP の採択として結実したことである。 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況) 

１）明確な教育理念と学習教育目標の設定 

 本研究科の教育の根本は、堅実な情報処理技術を身に付けさせるとともに、社会や産業

界の幅広い対象領域で活躍できる人材の育成である。また学習・教育目標も明文化してお

り、３専攻６分野でそれぞれ社会のニーズに対応した特色ある目標を定めた（別添資料

D-1）。 

 

２）３つの科目区分によるカリキュラムの体系化 

 189 個の多様な科目を３つの科目区分に分類し体系化した（別添資料 D-2）。基礎科目で

は、数学やコミュニケーション能力、教育職に就くための能力等を育成する科目を配置し

た。情報科目では、情報処理技術に集中した講義や演習を充実させた。平成 19 年度に「情

報基礎科目」という名称を、社会の情報通信システムが高度化するのに伴い、身に付ける

べき技術も先端化と多様化の度を深めていることに対応するため、「基礎」の文字を除いた。

対象分野科目では、知能、制御、素材、ハードウェア、機械、ロボット、バイオ、医薬な

ど幅広い領域にそれぞれ特有の学習内容にも重点を置いた。 

 

 

観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況) 

１）インターンシップ制度とキャリアセンターの設置 

 企業等でのインターンシップを奨励しており、審査に基づき「企業演習」科目として１

ないし２単位を認定した。 

 また、学生のキャリア意識を高め就職活動を援助するため、平成 18 年度からキャリアセ

ンターを設置し、選任の職員を置き、求人情報を集めるとともに、学生の意識を高めるた

めの講演会や企業説明会を開いた。またインターンシップの受入れ希望も調査し、学生と

のマッチングも図った。さらに、これまでは博士前期課程と学部生を対象としてきたが、

博士後期課程の学生の進路の多様化にも対処するため、求人の調査や懇談会（DC 懇談会）

も行った。DC 懇談会は多くの参加者を得て成功裏に開催され、研究科長も出席することで

学生を精神的にバックパップする効果があり、今後、学生による自主的な継続も約束され

た。 

 

２）次世代情報化社会を牽引する ICT アーキテクト育成プログラム 

 社会における情報通信技術（ICT）の位置付けを理解し、幅広い知識と高い倫理観と高度

な技術レベルを兼ね備えた人材を育成するため、プロジェクト学習（PBL）を主とする実践

的科目を充実させたプログラムを平成 19 年度から博士前期課程で開始した。米国カーネギ

ーメロン大学、インド SRM 大学、英国ラフバラ大学など海外の大学と連携し、九州大学な

ど国内他大学と単位互換も取り入れた。日本経団連や九州経済連合会からの各種支援など

産業界や自治体の協力も充実しており、特に長期インターンシップの提供を受けた。九州

大学等との大学グループは、文部科学省が推進する「先導的 IT スペシャリスト育成推進プ

ログラム」の全国６拠点の１つに選定された。なお、本プログラムの開設にあたって、そ

の概要を広く告知するためのポスターを作成した（資料 D-1-3）。 
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資料 D-1-3 ICT アーキテクト育成プログラムのポスター 

 

         

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）社会人の受入れと社会人教育支援 

 在学生に対する中核的教育に加え、社会人を対象とした教育課程も充実させており、複

数のプログラムが公的な事業に採択された。「北部九州地域高度金型中核人材育成事業」

が平成17～19年度まで、経済産業省の「中小企業産学連携製造中核人材育成事業」に採択

された。本事業は産学連携で技術者を育成することを目的として、後述のコース/モジュー

ル制に「デジタルエンジニアリングコース」として組み込んで、充実を図った。 

 情報創成工学専攻では、社会人が受講しやすい夜間開講科目の開設に加え、企業での活

動を単位として評価する仕組みも用意した。さらに、高等学校教諭一種免許状（情報又は

数学）を持っている高校教員を対象に、「専修免許」（大学院卒相当）を取得するための「免

許法認定公開講座」を毎年開いている（資料D-1-4）。「情報科」の資格を持った高等学校教

員が全国的に不足しており、この公開講座は本研究科の人的・物的資産の特長を生かした

社会貢献となった。 
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資料 D-1-4 免許法認定公開講座のパンフレット 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 明確な教育理念と学習・教育目標の下にカリキュラムを体系化し、インター

ンシップやキャリア教育など学生や社会の要請に応える基盤的な制度を充実さ

せるとともに、次世代情報化社会を牽引するために開始した「ICT アーキテク

ト育成プログラム」は日本経団連と九州経済連合会の全面的支援を取り付けた

上、文部科学省の「先導的 IT スペシャリスト育成推進プログラム」に採択され

た。また、「北部九州地域高度金型中核人材育成事業」も経済産業省の「中小

企業産学連携製造中核人材育成事業」に採択された。さらに、免許法認定公開

講座も社会的なニーズが高く、本研究科の人的・物的資産の特長にふさわしい

社会貢献である。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況) 

１）コース/モジュール制による実質化 

 本研究科では学問的観点から専門知識を体系的に教授する教育課程を堅実に実施してき

たが、一方で社会の要請に応じた人材を育成するにはキャリアパスの観点から実用的で学

際的な知識と技能を身に付けさせるための教育も必要である。そこで、明確な実践的目標

を軸にしたコースワークのシステムを導入したのがこの制度である（資料 D-1-5）。 

 ここでいうモジュールとは、学習教育上の１つのまとまった目的を達成するため３科目

程度をまとめた科目群のことである（別添資料 D-3）。各モジュールは、シラバスで提示し

た科目ごとの達成目標をボトムアップ的に積み上げ、数科目で達成できるようなメタ目標

（高次の目標）を設定した。一方コースとは、数モジュールの積み上げで構成されるトッ

プダウン的に大系化したコースワークプログラムのことである。各コースは、出口（修了

時）に達成しておくべき知識と技能を設定し、その目的に必要なモジュールの組み合わせ

で構成するため、必然的に学際的（分野横断的）となる。この両ベクトルの組み合わせが

柔軟性と機動性を生んでおり、例えばコースの改廃は、研究組織の構成を大掛かりに変え

ることなくモジュールの改廃や組み合わせの変更で達成できる。これらモジュールとコー

スはそれぞれ明確な目標を簡潔な文言で提示し、冊子の形で学生の選択と判断に供した。 

 平成 19 年度は 33 モジュール、６コースでスタートした。このコース/モジュール制は、

次のクォーター制と集団指導体制とを密接に組み合わせた「モジュール積み上げ方式の分

野横断型コース」として文部科学省の「大学院 GP」に採択され、３年間の予定で支援を受

けることとなった。 

 

２）クォーター制による集中化 

 前期と後期をそれぞれ２分割し、同一科目を週２回教えることを基本としたクォーター

制を平成 17 年度から試行的に導入し、その後徐々に移行科目を増加させた。技術革新の進

歩が速く専門領域が細分化されていく中、複数の科目を関連付けて積み上げ型に配置でき

るクォーター制は、学生が専門知識や技能を集中的に獲得するのに適した指導方式である。

また、同時に並行して受講する科目が半減し、学期末試験を分散化しうるなど、学生の負

担軽減による学習効果の向上も期待できる。したがってこのクォーター制は、目的意識の

明確な上記コース/モジュール制とも整合性が高い。ただし、前期については４月に開始し

て夏期休業前に２クォーターを完了するのは日数に限界があるなど問題点もあるので、画

一的に導入することは避け、効果と改善点を見極めながら拡大を図った。 

 

３）副指導教員と研究開発計画書による集団指導体制 

 従来の大学院教育は研究室ごとの縦割り型の研究指導が中心になっていた。この指導法

は、個別の学問分野に特有の技能を深く身に付けるのには適していた反面、汎用的な教育

を施すことを妨げ指導教員の研究の下請け作業を強制する面があるとして批判もあった。

そこで本研究科では平成 18 年度から、研究室の枠を超えた副指導教員を定め集団指導体制

を導入した。学生には入学時に「研究開発計画書」を、各学期末には「研究開発報告書」

を、それぞれ指導教員と２名の副指導教員に提出することを義務付けた。副指導教員には、

２名又は１名は異なる研究室の教員を当て、修了時にはより幅広い教員が参加する「修士

論文公聴会」を分野ごとに開催し公開した。これらにより、学生の履修計画、研究開発計

画、研究進捗状況等を定期的に把握し、在学中全期間にわたって適切な履修研究支援を行

うことが可能となった。本制度は博士前期課程から導入し、学年進行に伴い、平成 20 年度

からは博士後期課程にも導入することとした。 
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資料 D-1-5 コース/モジュール制を中心とする教育課程について 
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図：履修プロセスの概念図  
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観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況) 

１）教務情報システムによる学習自己管理制度 

 本研究科の性格に基づいて充実したインフラを生かし、コンピュータと学内ネットワー

クを利用した「教務情報システム」を早期から学部と共通に運用した。このシステムでは、

全科目のシラバスが開示されている上、履修登録等も行える。教員は原則的にこのシステ

ムで成績報告し、学生は過去の履修状況をまとめて見られるだけではなく、仮報告段階の

成績も速やかに見ることができ、自主的な履修計画を設定するのに役立てられる。履修科

目の登録にも学部と共通の上限が設定されており、授業時間外の学習時間の確保に無理が

ないように配慮した。 

 

２）大学及び卒業生組織「明専会」による奨学金制度等 

 全国的な奨学金制度や奨学金返還免除制度に加え、大学独自の奨学金制度等がある。ま

ず本学卒業生の組織である明専会から、学会など外部での研究発表を奨励し、プレゼンテ

ーション能力も高めるために、旅費の支援を行っている。また、学生の研究意欲の向上に

対して「技術賞」を、英語能力の向上に対して「語学賞」を設置し、表彰した（資料 D-1-6）。 

 

            
 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに大学から、博士後期課程学生の自主的な研究開発を促すため、リサーチアシスタ

ント経費(RA 経費)を以前から支給している。平成 18 年度からは、さらにその効果を高め

るため執行額を大幅に拡大し、本研究科でも大幅に増額した（資料 D-1-7）。 

 

 

年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

本研究科の執行額(千円) 3,725 3,899 13,862 11,533

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術賞 語学賞 
年度 

受賞者数（人） 受賞者数（人）

平成 16 年度 1 2 

平成 17 年度 1 3 

平成 18 年度 1 8 

平成 19 年度 6 3 

資料 D-1-6 技術賞と語学賞の受賞実績

資料 D-1-7 RA 経費執行（支給）額
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３）短期修了制度 

 優秀な成績を収めた場合、博士前期課程を最短１年で、博士後期課程は２年で修了する

ことができる制度を整えた。合わせると最短３年で博士号を取得できる可能性のある制度

である。教育の質を落とさないよう留意しているため人数は多くはないが、学部生のほか

社会人等の学習意欲も高め、例年該当者を送り出している（資料 D-1-8）。 

 また副指導教員と研究開発計画書による集団指導体制や DC 懇談会の実施についても、学

生の主体的な学習・研究活動を精神的に鼓舞する意味があった。 

 

資料 D-1-8 博士後期課程の短期修了の状況 

専 攻 H17 年度 内訳 H18 年度 内訳 H19 年度 内訳 

情報科学専攻 1 0 0 0 0 0

情報システム専攻 0 0 2 うち社会人 2 1 うち社会人 1

情報創成工学専攻 0 0 1 うち社会人 1 0 0

計 1 0 3 3 1 1

 
 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 学問分野を反映した教育課程を堅実に実施するだけではなく、社会からの要

請に柔軟に対応した人材育成を行えるよう「コース/モジュール制」を中心に「ク

ォーター制」と「副指導教員制」を組み合わせた先進的なコースワークを実施

した。この「モジュール積み上げ方式の分野横断型コース」が文部科学省の「大

学院 GP」に採択された点は抜きん出た評価に値する。 

 また、カリキュラムの公開性を高め、学生への成績報告の透明性や速報性を

高めた「教務情報システム」は、本研究科の使命やインフラの特長を生かした

先進的なシステムであり、やはり特筆すべき点である。  
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況) 

１）単位修得状況、修了状況、成績及び学位授与数 

 博士前期課程学生の修了要件 30 単位以上の単位修得は堅実に行われた。例えば平成 19

年度の２年次在学生数とそのうち修了要件を満たした学生の数は、情報科学専攻では 109

名中 107 名、情報システム専攻では 79 名中 74 名、情報創成専攻では 43 名中 42 名であっ

た。本研究科でも学部と同様の GPA を導入し、成績評価の厳密化を行った。また国際性を

高める一助として、入試でも TOEIC の成績に一定の配点（500 点中 100 点）を割り振って

英語を課すなど、成績として活用した。英語については TOEIC 受験の奨励など重点を置き

はじめ、今後の語学力の向上が特に期待される。また、博士前期課程の留年率は平成 15～

18 年度にかけて着実に低下し続けており、法人化後の教育改善の成果を示している（資料

D-1-9）。さらに、修士号取得者数は平成 16～19 年度にかけて安定的に推移した。博士号取

得については高度の専門性による条件の厳しさから概括的なまとめにはなじまないものの、

毎年博士を輩出した（資料 D-1-10）。 

 

資料 D-1-9 博士前期課程２年生の留年率の推移 

         

          

資料 D-1-10 平成 16～19 年度の学位取得者数の推移 

情報工学研究科　博士前期課程の学位授与率
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情報工学研究科　博士後期課程の学位授与率
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＊学位授与率は、博士前期課程の場合においては当該年度の学位授与数を２年前の入学者数で割った数値、 

博士後期課程の場合においては当該年度の課程博士授与数を３年前の入学者数で割った数値を表す。 
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２）学会発表及び受賞 

 学会発表に奨学金等を用意して重点的に奨励しており、毎年学生自身が発表したり共著

者として発表に寄与している（資料 D-1-11）。また学生の受賞についても顕著な実績があ

り、例えば教員と学生のチームで開発した「コスモスケジューラＤ」というソフトウェア

のは、Java 技術者の国際会議である JavaOne Conference において Duke's Choice Award

という有名な国際的な賞を受けた。 

 

資料 D−1-11 博士課程学生の学会発表及び発表共著の数 

年 度  
発 表 論 文 ① 

（査 読 付 き） 

発 表 論 文 ② 

（査 読 なし） 

口 頭 発 表 ①

（査 読 付 き）

口 頭 発 表 ②

（査 読 なし）

合 計  

（件 ） 

学 生 数  

（人 ） 

一 人 あたり 

（件 /人 ） 

H16 年 度  122 33 18 326 499 576 0.9 

H17 年 度  161 17 24 276 478 610 0.8 

H18 年 度  149 20 38 277 484 561 0.9 

H19 年 度  118 21 29 234 402 479 0.8 

※学生数：各年度 5 月 1 日現在 

※出典：教員情報データベース及び大学概要 

 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況) 

１）修了時アンケート 

平成 18 年度から学生に対する修了時アンケートを成績評価決定後、卒業式前に実施し

た。平成 19 年度は質問項目の部分修正を行い、講義関連３、修士論文研究１、教育改革関

連６の計 10 項目と自由記述で行った（資料 D-1-12）。講義に関しては，基礎科目、情報基

礎科目、対象分野科目の３区分とも回答は「ある程度成果が得られた」に集中しており、

一定の好評価が得られた。修士論文研究も「ある程度成果が得られた」が約 58％と過半数

である点は共通だが、さらに「目立った成果が得られた」が約 33％に達しており、特に評

価が高い。また、現在進行中の教育改革については、「良い変更だ」と「とても良い変更だ」

を合わせると６項目とも 70％を超えており、予想を大きく上回る評価を得た。これらの結

果を、自由記述とともに各分野の教員へフィードバックし、さらなる教育改善に利用する

とともに、今後ともアンケート自体は、回収率を上げることに配慮しつつ基本的に継続す

ることとした。 

資料 D-1-12 修了時アンケートの集計結果 
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 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を上回る 

(判断理由) 単位修得については、GPA による評価や TOEIC の活用による国際化の向上に

よって教育改善の成果が見られた。修了状況に関しても、博士前期課程では安

定的に取得しており、博士後期課程でも着実に博士を輩出した。また学会発表

を、奨学金等を活用して推奨しており、その結果、受賞は堅実に推移した。さ

らに学生の評価については、アンケートを実施し、学生の評価が平均して高い

ことがわかる。具体的には、現行の教育、特に修士論文研究が高く支持され、

現在遂行中の教育改革にも賛同が多い。 
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

 (１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了)後の進路の状況 

(観点に係る状況) 

１）就職率及び就職先企業 

 博士前期課程修了生の就職率については高い値で安定的に推移している（資料 D-1-13）。

就職先（職業別）区分について、博士前期課程では「専門的・技術的職業従事者」のうち

の「情報処理技術者」が圧倒的に多く、本研究科の明確な教育目標が社会に広く理解され、

高く評価されていることを反映している。一方、博士後期課程では、「情報処理技術者」も

一定の割合を占めているほか、「教員」のうちの「大学」及び「科学研究者」も高い数値を

示しており、後二者を合わせると前者を上回った。このことは、博士後期課程が極めて高

度な人材を育成していることを示している（別添資料 D-4）。 

 なお、博士前期課程修了生の就職先は大企業や有名、優良企業が多く見られる（別添資

料 D-5）。 

 

資料 D-1-13 情報工学研究科（博士前期課程）の就職率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：学生支援課提供データ 

 

 

２）学生ベンチャーの企業 

 ベンチャー企業の設立数が大学全体として全国有数であるが（資料 D-1-14）、そのうち

本研究科の学生が代表に就任又は代表の教員を実質的に支えた。 

 

資料 D-1-14 ベンチャー企業数 

 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度

大学全体 5 5 4 4 4 

飯塚ｷｬﾝﾊﾟｽ(内数) 1 3 3 1 2 

出典：産学連携推進センター提供データ 
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観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

１）就職先企業のアンケートの好評と求人の多さ 

 就職先企業のアンケート結果でも高い評価を得た（資料 D-1-15～18）（ただし学部の卒

業生も総合したアンケート）。なかでも「自主的な行動能力、実行力」、「学んだ知識、得た

情報を応用する能力」の項目について、卒業生の能力は「高い」ないし「非常に高い」と

いう回答が大半を占めた。特筆すべきは「自主的、継続的な学習能力」及び「情報ネット

ワーク、パソコン活用能力」で「非常に高い」と評価する企業が多く、「高い」と合わせる

と３分の２に上る。 

 

資料 D-1-15 卒業生に対する企業の評価１  

 
 

資料 D-1-16 卒業生に対する企業の評価２  
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資料 D-1-17 卒業生に対する企業の評価３  

 
資料 D-1-18 卒業生に対する企業の評価４ 

 
 

 

 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 不況期の状況にも関わらず就職率が高く維持されてきただけではなく、その

就職先（職業別）区分から質的にも高く評価されたことが分かる。就職先企業

から、博士前期課程については明確な教育目標が広範な社会的理解と高い評価

を得ており、博士後期課程については高等教育や科学研究の分野で高度な人材

を育成していることが明らかである。  

Q15.情報ネットワーク、パソコン活用能力
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Q8.学んだ知識、得た情報を応用する能力
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Ⅲ 質の向上度の判断 

  

①事例１「文部科学省の事業への採択」(分析項目 II 及び III) 

(質の向上があったと判断する取組) 

文部科学省の教育に関する事業に複数件採択された。 

 博士前期課程での中核的な教育に関して、「モジュール積み上げ方式の分野横断型コー  

ス」が「大学院 GP」に採択され、「ICT アーキテクト育成プログラム」が「先導的 IT ス

ペシャリスト育成推進プログラム」の全国６拠点の１つに選定された。 

 

②事例２「企業や修了生の評価」(分析項目 V) 

(質の向上があったと判断する取組) 

企業からのアンケート結果で、本研究科の修了生は高い評価を受けており、このこと

は高い求人倍率にも反映されている。修了生からのアンケート結果でも教育課程に対し

て良い評価を得た。  
 

③事例３「産業界などからの明確な支持」(分析項目 II) 

(質の向上があったと判断する取組) 

  工学系学部では産業界を中心とする社会の支持が重要である。「ICT アーキテクト育成

プログラム」は日本経団連と九州経済連合会の全面的な支援を受けており、長期インタ

ーンシップをはじめとする明確で実質的な協力を受けた。また「北部九州地域高度金型

中核人材育成事業」は経済産業省の「中小企業産学連携製造中核人材育成事業」に採択

された。 
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Ⅰ 生命体工学研究科の教育目的と特徴 

 

 

１． 生 物 の持 つ、省 資 源 ・省 エネルギー、環 境 調 和 、巧 みで微 細 な機 構 、高 度 な情 報 処 理 能 力 、

人 間 親 和 性 等 の優 れた機 能 を工 学 的 に応 用 する「生 命 体 工 学 」と名 付 けた分 野 の研 究 と人 材

育 成 を目 的 とする。本 研 究 科 が独 立 研 究 科 である特 徴 を生 かし、多 彩 な出 身 分 野 の学 生 を受

入 れ、幅 広 い分 野 横 断 的 教 育 により、生 物 が分 かる工 学 技 術 者 、脳 が分 かる情 報 技 術 者 を養

成する。 

 

２． 生物の機能に学ぶ技術は、現在の社会や技術の持つ問題点を解 決し、多くの産業にブレーク

スルーをもたらすことが期待されている。本研究科では「技術に堪能なる士君子の養成」に基づき、

先端的な科学・技術からビジネスまでの幅広い教育の実施 により、社会に貢献できる科学者、技

術 者、起 業 家の育 成を行う。本研 究 科が位 置 する北 九 州 学 術研 究 都 市は、国 公 私 立大 学 、行

政 機 関 、企 業 が集 積 しており、これらの機 関 との有 機 的 連 携 により一 層 充 実 した人 材 育 成 を行

う。 

 

３． 国際交流協定校への学生の派遣と受入れ、国際会議での学生の発表の促進、実践的な英語

教育等を通じて、国際社会で活躍できる人材の育成を目指す。また、本研究科が主催する国際

会 議 等 の運 営 に学 生 を参 加 させることで、多 くの国 内 外 の研 究 者 や同 世 代 の学 生 とも接 する機

会を与え、国際社会で活躍することに対する学生の意識をより高める。 

 

４． 博 士 前 期 課 程では、生 命 体工 学 に関する幅 広い専 門 知 識を備 え、論 理 的な分 析 能 力を持ち、

創造力豊かな発想をもって課題を解決することのできる人材を育成する。さらに博士後期課程で

は、上記に加え、生命体工学に関するより深い学識を有し、自ら課題を発見し自立して革新的な

技術を創出することのできる人材を育成する。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

本研究科の修了生は、産業界及び大学や研究機関に就職している。これらの受入れ先にとって、

本 研 究 科 が育 成 する人 材 は、生 命 体 工 学 に関 する広 い視 野 、革 新 的 な知 識 と技 術 、国 際 性 、創

造性を持って、それぞれの分野で活躍できる人材であることが期待されている。また学生自身 は、上

記の特色ある教育を受け、社会の第一線で活躍できる人材になることを期待している。 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成 

(観点に係る状況) 

１）生命体工学研究科の学生定員・現員及び教員配置 

教育目的を達成するため、本研究科の学生定員・現員及び教員数は（資料 E-Ⅰ-1）の通りであ

り、設置基準を満たしている。 

２つの専攻の教育研究内容は（資料 E-Ⅰ-2）に示すように、先端的生命科学から工学分野、更

には産業応用と広いため、各専攻内に適切に講座を置き（資料 E-Ⅰ-3）、バランス良く教員を配置

している。基幹講座の他に協力講座、連携講座を置いていることも特徴の一つである。 

 

学生定員 教  員  数  別  掲  
博士前期 

について

入学定員 収容定員 

現 員
研 究 指 導  

教 員  

設置基準 

教員数 

専 攻 名  

Ｍ Ｄ Ｍ Ｄ Ｍ Ｄ

教
授

准
教
授

講
師

助
教

合
計

  
教

授  

研 究  

指 導  

補 助  

教 員  

合
計

指導教員 

  ＋ 

補助教員 

（うち指 

導教員）

生 体 機 能 専 攻  56 24 112 72 162 66 11 8 0 4 23 18 10 5 23 8( 8)

脳 情 報 専 攻  51 22 102 66 119 69 12 10 0 4 26 18 10 4 22 8( 8)

合    計  107 46 214 138 281 135 23 18 0 8 49 36 20 9 45 16(16)

資料 E-Ⅰ-1 生命体工学研究科の学生定員・現員及び教員数 

出典：大学情報データベース（平成１９年５月１日現在） 

 

生体機能専攻の教育研究内容  
 生体機能専攻では、省資源・省エネルギー、環境調和、人間調和を実現するさまざまな新技術を生命

体機能の導入によって実現するため、生体の運動機能、生体のシステム化機能、生体の物質変換機能及

びそれらの工学的実現について以下の教育研究を行う。  
（１）生体組織の力学特性と流動、エネルギー移動  
（２）生体運動の電子制御の基礎となる事柄  
（３）認識や代謝による生物の物質応答・反応機構のシステム化  

これらの教育研究を通して、資源・エネルギーの効率的利用、生理的ゼロエミッション、生体模擬デバ

イス・システム、医療機関とのタイアップによるメディカルエレクトロニクス、人工臓器、介護福祉機

器等の開発技術を身に付けた技術者、研究者、企業家を育成する。  
 
脳情報専攻の教育研究内容  

人間のような知的情報処理が可能であり、しかも、人間親和性の高い使い易い計算機やロボット等を

実現するため、感覚、情動、記憶、学習、運動制御等の脳の優れた機能原理の解明及びその工学的応用

について、各講座が横断的に以下の教育研究を行う。  
（１）神経細胞と神経回路網における情報処理機構の解明とその応用  
（２）認知機構と行動発現機構の解明とその応用  
（３）脳機能に関する数理モデルの構築とその応用  
（４）脳の機能を工学的に実現するための脳型デバイス・システムの開発  
（５）脳型計算機やロボットの開発  

これらの教育研究を通して、多様な分野で、脳型の情報処理技術や理論を実践することのできる技術者、

研究者、起業家を育成する。  
資料 E-Ⅰ-2 生体機能専攻と脳情報専攻の教育研究内容（平成 20 年度学生便覧より） 
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教 員 数  

専 攻 名  講 座 名  
教 授 助 教  講 師  助 教  合 計  

生 体 機 能 メカニクス 3 4 0 1 6

生 体 機 能 システム 4 2 0 1 7

生 物 循 環 機 能  4 2 0 1 8
基 幹  

小 計 11 8 0 4 23

協 力  生 体 適 応 システム 3 1 0 1 5

連 携  ヒューマンメカトロニクス 2 0 0 0 2

生 体 機 能 専 攻  

小 計 16 9 0 5 30

神 経 情 報 処 理  4 4 0 2 9

高 次 脳 機 能  5 3 0 2 8

脳 型 情 報 処 理 機 械  3 3 0 0 5
基 幹  

小 計 12 10 0 8 30

協 力  数 理 脳 科 学  1 2 0 0 3

連 携  認 知 脳 科 学  4 2 0 0 6

脳 情 報 専 攻  

小 計 17 14 0 8 39

合    計 33 23 0 13 69

資料 E-Ⅰ-3 基幹・協力・連携講座の教員数 

（協力講座の教員は工学部、情報工学部と本研究科の両方に所属、連携講座の教員は連携 

する安川電機㈱、理化学研究所、情報通信研究機構の両方に所属） 

（平成１９年５月１日現在） 

 

２）分野横断型教育及びグローバルな人材育成を推進するための教育組織の編成 

生命体の持つ機能を理解し工学的な問題解決に応用できる人材の育成には、幅広い分野の教

員組 織 の編 成だけでは不足であり、縦割 りの教 育組 織を超 え、有 機的 かつ効 果的 に結 合した分野

横 断 的 な教 育 組 織 が必 要 不 可 欠 である。また、国 際 社 会 で活 躍 できる人 材 育 成 のためにも、同 様

に教 員 組 織 全 体 としての取 り組 みが必 要 であり、運 営 委 員 会 及 び各 専 攻 会 議 においては、この教

育組織の編 成について定常的に検 討を行った。その結果、次の３つのプログラムへの採択につなが

り、開発された教育体制、教育方法は、今後とも継続することとしている。 

（a）２１世紀ＣＯＥプログラムにおいて開発された教育体制 

本 プログラム「生 物 とロボットが織 りなす脳 情 報 工 学 の世 界 」では脳 情 報 専 攻 の教 員 が分 野 横 断

的 な教 育 組 織 を編 成 し、「マルチタレント英 才 教 育 」を実 施 し（別 添 資 料 ５-１、２）、新 たに教 員 ３名

を補充し、プログラムの効果的な実施を図った。  

（b）大学院 GP において開発された教育体制（生体機能専攻） 

本 プログラムでは、分 野 融 合 型 教 育 の推 進 と、豊 かな国 際 感 覚 を身 に付 けさせることを目 的 とし

ている（別添資料５-６）。このため専攻に所属する全教員が分野横断型教育組織を構成した（別添

資料５-７）。また、プロジェクトコーディネーター（非常勤講師）１名を新たに配置した。  

（c）大学院 GP において開発された教育体制（脳情報専攻） 

学生が自分の研究を遂行する際、広い分野の中で、他分野のさまざまな先端的な知識や技術を

獲得することが必要となる。「出稽 古修行 型システム」とは、そのような時にいつでも他研究 室 の門を

叩き、飛び込めるシステムである。専攻内の全教員が各自の研究室で出稽古を受入れるため、それ

ぞれ「出 稽 古 修 行 型 パッケージ」を整 備 し（別 添 資 料 ５-３、４）、さらに、本 プログラムの実 施 を強 化

するため、新 たに教 員 １名 を配 置 した。出 稽 古 修 行 型 システムは、専 攻 外 、研 究 科 外 、学 外 、海 外

の機関で実施している（別添資料５-５）。 
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観点 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制 

(観点に係る状況) 

１）改善のための体制 

教 育 内 容 、教 育 方 法 の改 善 は学 務 専 門 部 会 、ＦＤＷＧ、専 攻 会 議 で行 った。ＦＤＷＧは公 開 授

業や各種アンケートを企画・実施し（資料 E-Ⅰ-4～6）、結果を集計、分析し（資料 E-Ⅰ-7～9）、提

言を公開した（資料 E-Ⅰ-10）。提言を受け、例えば平成１８年度より、脳情報専攻においてイミグラ

ント科目「数学基礎１、２」を追加した。  

特に重要な見直しを要する場合は専攻内に「カリキュラム検討ＷＧ」を設置して改善を行った。改

善の結果は、カリキュラム（別添資料５-８、９）、カリキュラムの系統図（別添資料５-10）、各講義の目

的、内容や成績評価方法として整備され、新入生オリエンテーションでの説明やシラバス（別添資料

５-11）により学 生に説 明 した。これにより学生は教 育 目標 、カリキュラムの体系 、各 授 業 科目 の位 置

付けを知ることができ、履修計画の作成や各授業内容の理解に役立てている。 

 

授業アンケート質問項目  
(1)講義内容はシラバスに沿っていた     １ ２ ３ ４ ５  
(2)講義の目的がはっきりわかった     １ ２ ３ ４ ５  
(3)講義のペースは適切であった      １ ２ ３ ４ ５  
(4)講義の分量は適切であった      １ ２ ３ ４ ５  
(5)講義内容を理解できた      １ ２ ３ ４ ５  
(6)講義は有益であった       １ ２ ３ ４ ５  
(7)講義はおもしろかった      １ ２ ３ ４ ５  
(8)話す速度、声の大きさは適切であった。    １ ２ ３ ４ ５  
(9)板書の仕方やスクリ－ンでの提示の仕方はわかりやすかった。  １ ２ ３ ４ ５  
(10)説明はわかりやすかった。      １ ２ ３ ４ ５  
(11)勉強意欲のわく話し方であった。     １ ２ ３ ４ ５  
(12)授業中に質問しやすかった。      １ ２ ３ ４ ５  
(13)質問に対する回答や課題に対するフィ－ドバックは適切だった。  １ ２ ３ ４ ５  
(14)講義は、    ①非常に良い ②良い ③良くも悪くもない ④悪い ⑤非常に悪い  
(15)講義の理解に必要な基礎学力を持っていた。    １ ２ ３ ４ ５  
(16)授業中は真剣に学ぼうと努めた。      １ ２ ３ ４ ５  
(17)授業外に予習復習を行った。      １ ２ ３ ４ ５  
(18)出席率は、    (a)100-80％、(b)79-60％、(c)59-40％、(d)39-20％、(e)19-0％
(19)研究や学問について深く考えるようになった。    １ ２ ３ ４ ５  
(20)その他、自由に意見を書いてください                 

１とてもそう思う  
２まあそう思う  
３どちらともいえない  
４あまりそう思わない  
５全くそう思わない 

資料 E-Ⅰ-4 授業アンケート質問項目 

 
修 了 生 アンケート質 問 項 目  

Ｑ１ 所 属 専 攻 名 は、 

     ① 生 体 機 能 専 攻          ② 脳 情 報 専 攻  

Ｑ２ イミグラント科 目 の授 業 は全 般 的 に（認 定 ではなく、授 業 を受 けた人 だけ回 答 してください）、 

①非 常 に良 かった、②良 かった、③普 通 、  ④良 くなかった、⑤非 常 に良 くなかった 

良 かった点 （                                     ） 

改 善 を要 する点 （                                   ） 

Ｑ３ ビジネス系 共 通 科 目 （企 業 経 営 論 、社 会 技 術 論 、ビジネスプラン）の授 業 は全 般 的 に（授 業 を受 けた

人 だけ回 答 してください）、 

①非 常 に良 かった、②良 かった、③普 通 、  ④良 くなかった、⑤非 常 に良 くなかった 

良 かった点 （                                     ） 

改 善 を要 する点 （                                   ） 

Ｑ４ 実 践 英 語 の授 業 は全 般 的 に（授 業 を受 けた人 だけ回 答 してください）、 

①非 常 に良 かった、②良 かった、③普 通 、  ④良 くなかった、⑤非 常 に良 くなかった 

良 かった点 （                                     ） 

改 善 を要 する点 （                                   ） 
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Ｑ５ 専 門 科 目 （講 義 ）は全 般 的 に、 

①非 常 に良 かった、②良 かった、③普 通 、  ④良 くなかった、⑤非 常 に良 くなかった 

良 かった点 （                                     ） 

改 善 を要 する点 （                                   ） 

Ｑ６ 専 門 科 目 （演 習 、実 習 ）は全 般 的 に（授 業 を受 けた人 だけ回 答 してください）、 

①非 常 に良 かった、②良 かった、③普 通 、  ④良 くなかった、⑤非 常 に良 くなかった 

良 かった点 （                                     ） 

改 善 を要 する点 （                                   ） 

Ｑ７ インターンシップは（実 施 した人 だけ回 答 してください）、 

①非 常 に良 かった、②良 かった、③普 通 、  ④良 くなかった、⑤非 常 に良 くなかった 

良 かった点 （                                     ） 

改 善 を要 する点 （                                   ） 

Ｑ８ 研 究 室 での修 士 論 文 研 究 は、 

①非 常 に良 かった、②良 かった、③普 通 、  ④良 くなかった、⑤非 常 に良 くなかった 

良 かった点 （                                     ） 

改 善 を要 する点 （                                   ） 

Ｑ９ あなたのキャンパス生 活 は全 般 的 には、 

①非 常 に良 かった、②良 かった、③普 通 、  ④良 くなかった、⑤非 常 に良 くなかった 

良 かった点 （                                     ） 

良 くなかった点 （                                   ） 

Ｑ１０ 修 士 論 文 の研 究 について、研 究 室 の枠 を越 えて副 指 導 教 員 体 制 を今 後 進 めていくことになります

が、あなたの意 見 はどうでしょうか。 

①賛 成 、   ②どちらでも良 い、  ③反 対  

理 由 （                                        ） 

Ｑ１１ 大 学 院 教 育 について、何 でも結 構 ですのでご意 見 を以 下 にお書 き下 さい。 

 

資料 E-Ⅰ-5 修了生アンケート質問項目 

 
＜回答要領＞  
（１）次ページの回答用紙だけを休憩：応接室にある回収ボックスに投函して下さい。  
（２）在学生については本日面談された学生に対する印象で結構です。  

卒業生については、御社の社員などを対象にして下さい。  
（３）在学生と卒業生を通した平均で評価して下さい。 評点は、高い方からＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄと

します。Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、不明（情報不足）の該当選択肢を丸で囲んで下さい。  
（４）もし在学生と卒業生の平均に大差がある場合には、その旨が分るように余白も使って記入

して下さい。  
（５）何かコメントやご感想がある場合は回答用紙の余白に自由にお書き下さい。  
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  
アンケート回答用紙  

専門能力             Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
プロ意識、プライド        Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
上昇志向             Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
主体性、独自性          Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
行動力、実行力、積極性      Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
統率力（リーダシップ）      Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
協調性、忠誠心          Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
勤勉性              Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
表現力              Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
英語力、国際性          Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足）  
礼儀、挨拶            Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  不明（情報不足） 

資料 E-Ⅰ-6 企業アンケート質問項目 
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Ｈ１7後 期 ・授 業 アンケート集 計 表  1：とてもそう思 う 2：まあそう思 う 3：どちらともい

えない 

 4：あまりそう思

わない 

5：全 くそう思 わ

ない 

6：回 答 なし、不

明  

 1 2 3 4 5 6 

(1)講 義 内 容 はシラバスに沿 っていた 116 63 31 6 1 0

(2)講 義 の目 的 がはっきりわかった 107 71 28 9 2 0

(3)講 義 のペースは適 切 であった 98 68 39 7 5 0

(4)講 義 の分 量 は適 切 であった 93 78 27 14 5 0

(5)講 義 内 容 を理 解 できた 74 71 55 16 1 0

(6)講 義 は有 益 であった 96 78 34 7 2 0

(7)講 義 はおもしろかった 98 71 38 8 2 0

(8)話 す速 度 、声 の大 きさは適 切 であった。 106 75 28 5 3 0

(9)板 書 の仕 方 やスクリ－ンでの提 示 の仕 方 はわかりやすかっ

た。 

84 76 38 16 3 0

(10)説 明 はわかりやすかった。 82 77 42 13 3 0

(11)勉 強 意 欲 のわく話 し方 であった。 64 89 52 12 0 0

(12)授 業 中 に質 問 しやすかった。  75 72 55 13 2 0

(13)質 問 に対 する回 答 や課 題 に対 するフィ－ドバックは適 切 だ

った。 

85 76 51 3 2 0

(14)講 義 は、①非 常 に良 い ②良 い ③良 くも悪 くもない  ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

④悪 い ⑤非 常 に悪 い 82 94 31 8 2 0

(15)講 義 の理 解 に必 要 な基 礎 学 力 を持 っていた。 40 67 63 38 9 0

(16)授 業 中 は真 剣 に学 ぼうと努 めた。 87 81 42 3 4 0

(17)授 業 外 に予 習 復 習 を行 った。 42 54 64 39 18 0

(18)出 席 率 は、(a)100-80％、(b)79-60％、(c)59-40％、 (a) (b) (c) (d) (e) (f) 

(d)39-20％、(e)19-0％ 160 47 8 2 0 0

(19)研 究 や学 問 について深 く考 えるようになった。 82 86 47 2 0 0

資料 E-Ⅰ-7 授業アンケート集計結果例 
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資料 E-Ⅰ-8 修了生アンケート集計結果の例（平成１９年度） 

(生命体工学研究科文書管理システムより) 

 

Ｑ２ イミグラント科目 ①非常に良かった②良かった

③普通④良くなかった⑤非常に良くなかった

① ② ③ ④ ⑤

Ｑ３ ビジネス系共通科目 ①非常に良かった②良かった

③普通④良くなかった⑤非常に良くなかった

① ② ③ ④ ⑤

Ｑ４ 実践英語 ①非常に良かった②良かった③普通

④良くなかった⑤非常に良くなかった

① ② ③ ④ ⑤

 

Ｑ５ 専門科目（講義） ①非常に良かった②良かった

③普通④良くなかった⑤非常に良くなかった

① ② ③ ④ ⑤

Ｑ６ 専門科目（演習，実習） ①非常に良かった②良かった

③普通④良くなかった⑤非常に良くなかった

① ② ③ ④ ⑤

Ｑ７ インターンシップ ①非常に良かった②良かった

③普通④良くなかった⑤非常に良くなかった

① ② ③ ④ ⑤

 

Ｑ８ 修士論文研究 ①非常に良かった②良かった③普通

④良くなかった⑤非常に良くなかった

① ② ③ ④ ⑤

Ｑ９ キャンパス生活 ①非常に良かった②良かった③普通

④良くなかった⑤非常に良くなかった

① ② ③ ④ ⑤

Ｑ１０副指導教員体制 ①賛成②どちらでも良い③反対

① ② ③
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資料 E-Ⅰ-9 企業アンケート集計結果の例（平成１９年度） 

※評点は、高い方からＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄとして企業に回答を依頼。Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの基準は各企業に 

まかせ、特に指定していない。 
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平成 18 年 11 月 21 日

平成１７年度授業アンケートの分析と提言 

       FD ワーキンググループ

                                   松岡 清利

玉川 雅章

中川 秀樹

総括 

(1) 学生は、講義内容の適切さは認めているが、理解がともなっていないという昨年同様の状況が見られる。 
(2) 各教員の授業の工夫以外に、これまでも指摘されてきたようにイミグラント科目の実質的な充実化を図る必要性が

あると考えられる。 

(3) しかし、教員が講義を工夫し、学生からの肯定的評価が高くなっている傾向が(前期については)見て取れる。教員

側の努力が学生にも伝わり、講義、研究、学問に対するモチベーションが増大し、これらに対する積極的態度を生

み出し始めているのかもしれない。 
------------------------------------------ 

平成１７年度前期授業アンケートの分析と提言 

＜教官の講義内容について＞ 
それぞれの項目を肯定的評価と否定的評価に分けると以下の表となる。 
（ ）内は、１６年度結果、[  ]内は、１６年度との差を示す。 
 

項目 肯定的評価（％） 否定的評価（％） 
（１）講義内容はシラバスに沿っていた ７７（７５）[+2] ５（３）[+2] 
（２）講義の目的がはっきりわかった ７２（７９）[-7] ６（４）[+2] 
（３）講義のペースは適切であった ７５（６９）[+6] ７（７）[+0] 
（４）講義の分量は適切であった ６６（６９）[-3] ９（７）[+2] 
（５）講義内容を理解できた ６０（５４）[+6] ９（１２）[-3] 
（６）講義は有益であった ７６（６９）[+7] ５（９）[-4] 
（７）講義はおもしろかった ７３（６４）[+9] ７（１０）[-3] 

 
＜分析と提言＞ 
項目（１）（２）（３）（６）（７）に関しては、７割以上が肯定的評価で、否定的評価は１割に満たない。それに対し、

（４）（５）は肯定的評価が７割をきっており、その分、否定的評価も若干高くなっている。昨年度と比較すると、ほぼ

同様の結果となっているが、（２）の肯定的評価が若干下がり、逆に（３）（５）（６）（７）のそれが上がっている。こ

れらの結果から、学生は、講義内容の適切さは、認めているが、理解がともなっていないという昨年同様の状況が見ら

れるが、（５）（６）（７）の評価がかなり上がっていることから、教員が、講義を工夫し、学生の理解を助けている傾向

が見て取れる。昨年度も指摘したことだが、選択肢の「３：どちらともいえない」は、本当に必要であろうか？これが

ない方が、意見のコントラストをより明瞭に捕らえることができるのではないか。検討の必要を感じる。また、講義の

ペースは適切であったが、分量はそうではないというのは、何を意味するのであろうか？学生は多いと感じているのか、

少ないと感じているのか、この結果からは、判断しかねる。 
 
＜教官の講義の仕方について＞ 
それぞれの項目を肯定的評価と否定的評価に分けると以下の表となる。 

項目 肯定的評価（％） 否定的評価（％） 
（８）話す速度、声の大きさは適切であった ７６（７５）[+1] ６（６）[+0] 
（９）板書の仕方やスクリーンでの提示の仕方はわかり

やすかった 
６５（６２）[+3] １４（１３）[+1] 

（１０）説明はわかりやすかった ６７（６３）[+7] ８（１０）[-2] 
（１１）勉強意欲のわく話し方であった ６３（５５）[+8] ８（１２）[-4] 
（１２）授業中に質問しやすかった ４８（４７）[+1] １３（１５）[-2] 
（１３）質問に対する回答や課題に対するフィードバッ

クは適切だった 
６０（５６）[+4] ７（１０）[-3] 
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＜分析と提言＞ 
これらの項目は、程度の差こそあれ、どれも昨年に比べて、肯定的評価が上がっている。特に項目（１１）の評価は、

約１０％も上昇している。このことは、項目（７）の評価が高くなっていることとも良く符号する。これらのことは、

教員が、昨年度アンケートの分析結果を真摯に受け止め、自らの講義内容を検討、工夫し、学生の講義に対するモチベ

ーションを高めることに部分的にでも成功していることを示唆する。引き続き、これらの努力を継続することがより良

い教育の実現に重要であると考えられる。ただし、項目（１２）は、相変わらず、評価が他に比べ極端に低いままであ

るが、このことは、後に見るように学生の側の問題でもあり、教員のみの努力では、なかなか解決するとは思えない。

 
＜あなた自身について＞ 
それぞれの項目を肯定的評価と否定的評価に分けると以下の表となる。 

項目 肯定的評価（％） 否定的評価（％） 
（１５）講義の理解に必要な基礎学力を持ってい

た 
４２（３７）[+5] ２８（３０）[-2] 

（１６）授業中は真剣に学ぼうと努めた ７４（６０）[+14] ５（７）[-2] 
（１７）授業外に予習復習を行った ３９（３３）[+6] ２５（３４）[-9] 
（１８）出席率は ９７（９４）[+3]（＞６０％） ３（１）[+2]（＜６０％）

（１９）研究や学問について深く考えるようにな

った 
７０（６２）[+8] ５（７）[-2] 

 
＜分析と提言＞ 
これらの項目も、全て昨年度に比べ、程度の差はあるが、肯定的評価が上がっている。特に項目（１６）、（１９）の評

価の上昇は、顕著で、これまでに指摘してきた、教員の講義の仕方、講義内容に関する肯定的評価の上昇と、合わせ考

えると、教員側の努力が学生にも伝わり、講義、研究、学問に対するモチベーションが、増大し、これらに対する積極

的態度を生み出し始めているのかもしれない。これらのことは、まだその絶対値は、他に比べ、相変わらず低いものの、

項目（１５）（１７）に見られるように、予習、復習などを積極的に行い、講義を理解するための基礎学力をつけ、講義

に臨む学生が増えていることからも判断できる。引き続き、教員がアンケート内容のフィードバックに基づき、講義内

容の工夫をしていくことで、さらに多くの学生が講義に積極的な態度で参加するようになることが期待できる。 
 

資料 E-Ⅰ-10 授業アンケート分析と提言例 

(生命体工学研究科文書管理システムより) 

 
 

２）学術奨励体制 

学生 の教育 研究 活 動に対する経 済 的支 援 について、運 営 委員 会で検 討を行い実 施した。例 え

ば、学会・会議への参加旅費の補助（資料 E-Ⅰ-11）や、社会人博士後期課程学生が勤務地から

研究活動のための旅費の補助（資料 E-Ⅰ-12）である。また、２１世紀 COＥプログラムでは、年間約３

千万円を学生の奨学金に充てた。さらに、博士後期課程学 生をＲＡとして雇用し、経済的支援 を行

った（資料 E-Ⅰ-13）。その他、優秀な学業成績を修めた学生への表彰とし、専攻で与える「最優秀

論文賞」と「優秀論文賞」、北九州学術研究都市が与える「ひびきの賞」、大学の同窓会（社団法人

明専会）が与える「技術賞」、「語学賞」など多数準備された。  
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資料 E-Ⅰ-11 学生の会議参加旅費の補助 

 

 
資料 E-Ⅰ-12 社会人博士後期課程学生の旅費の補助 

 

 
資料 E-Ⅰ-13 社会人博士後期課程学生ＲＡ経費 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由)  教育目的の達成のため、生命科学から工学まで幅広くかつバランスの良い教育体制

を編成するとともに、従来の縦割り型の講座組 織を超えた分野横断的 な教育組織 を編

成した。これらの組 織が縦糸 と横 糸 となって、教 育目 的の達 成を効 果的 に推し進めるこ

とに成功した。その成果は高く評価され、２１世紀ＣＯＥプログラムや大学院ＧＰの採択に

つながった。また、各種委員会等において定常的に、教育体制、教育方法の改善を議

論し、各 種 アンケートを実施 し、分 析と提言を行い、教育 の改 善を行 った。さらに、学 生

の経済的補助、各種表彰など、十分な学術奨励体制を整えた。 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成 

(観点に係る状況) 

１）基本的教育課程の編成 

「生 命 体 工 学 」と名 付 けた分 野 の人 材 育 成 を行 うため、生 物 から工 学 までの広 範 囲 な分 野 を系

統的にかつバランスよくカバーする教育課程を作り上げた（別添資料５-８～10）。共通科目において

は、技術者、起業家の育成のための経営・技術系科目及び国際社会で活躍できる人材育成のため、

習熟度別クラス編成の実践英語科目を開設した（別添資料５-８、９）。  

 

２）分野横断型教育及びグローバルな人材育成を推進するための教育課程 

２１世紀ＣＯＥプログラムと２つの大学院 GP では、それぞれの教育のために全教員が各自のプログ

ラムとシラバスを作成し、学生に公開 した（別添資料５-2、5-4、5-7）。また、「生体機能工学入門 」、

「分野横断 研修１、２」（別添資料５-８）、「コミュニケーション」、「チームマネジメント」、「英語テクニカ

ルライティング」、「出 稽 古 １、２、３、４」（別 添 資 料 ５-９）等 の科 目 を開 設 した。 これらの教 育 方 法は、

これらのプログラムの期間中の一過的なものではなく、今後とも継続することとしている。 

 

観点 学生や社会からの要請への対応 

(観点に係る状況) 

１）多様な学生の受入れとそのための体制 

多彩な出身の、さまざまな教育背景を持つ学生を積極的に受入れた（資料 E-Ⅱ-1～3）。これら

の学生がスムーズに生命体工学の教育を受け、研究を進めることができるようにするため、導入教育

として充実したイミグラント科目を準備した（別添資料５-８、９）。  

社会人学生に対しては、クォーター制を実施することにより、より受講しやすい環境を整えた。また、

社 会 人 博 士 後 期 課 程 学 生 に対 しては、勤 務 地 から研 究 活 動 のための旅 費 の支 援 を行 った（資 料

E-Ⅰ-12）。また、入 学 試 験 においては、東 京 会 場 での入 試 説 明 会 や試 験 （秋 季 入 学 も含 む）を実

施し、留学生、社会人等が受験しやすいように配慮した（資料 E-Ⅱ-4）。また、これらの学生のキャリ

ア教育のためにキャリアコーディネーターを１名配置した。 

 

 
資料 E-Ⅱ-1 博士前期課程入学者の出身別人数 
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資料 E-Ⅱ-2 博士後期課程入学者の出身別人数 

 

 

 

資料 E-Ⅱ-3 高専での説明会実施回数 
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資料 E-Ⅱ-4 生命体工学研究科入試（平成２０年度入試の例） 

 

 

２）交流協定校 

多くの海外の大学と国際交流協定を結び（資料 E-Ⅱ-5）、共同研究、学生派遣及び受入れ、ダ

ブルディグリー、合 同ワークショップ開 催 等 の学 術 交 流 を行 い、大 学 院 教 育 の多 様 化 と国 際 化 を図

っている。その他にも、各教員が交流を持っている海外の大学等から留学生を受入れ（資料 E-Ⅱ-1、

E-Ⅱ-2）、専門科目に英語に対応した講義を多数準備した（別添資料５-８、９）。 

 

国名 学校名 締結部局 

韓国 忠州大学校 大学間 

韓国 浦項工科大学校脳科学研究所 生命体 

中国 復旦大学脳科学研究センター 生命体 

中国 大連理工大学環境生命学院 生命体 

マレーシア プトラ大学 大学間 

スリランカ 
ペラデニア大学 

工学部・大学院理学研究科 
生命体 

ニュージーランド 
オークランド工科大学 

知識工学・知識発見研究所 
生命体 

イギリス クランフィールド大学 大学間 

イギリス サウサンプトン大学工学部 生命体 

フランス ロレーヌ工科大学 大学間 

ドイツ 
カイゼルスラウテルン大学 

電気・コンピュータ学部 
生命体 

ポーランド 
ニコラスコペルニクス大学 

物理・天体・情報学部 
生命体 

ドイツ フラウンフォーファＩＡＩＳ研究所 生命体 

資料 E-Ⅱ-5 国際交流協定校一覧（生命体教員が窓口となっているもの） 

 

 

平成２０年度生命体工学研究科入試 

１．平成１９年７月７日（土） 推薦選抜 

試験：（平成２０年度４月入学）博士前期課程推薦選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

博士後期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

（平成１９年度１０月入学）博士前期課程推薦選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

博士後期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

場所：若松会場(九州工業大学大学院生命体工学研究科)、東京会場(東京都港区新橋 明専会東京センター) 

２．平成１９年 ８月 ４日（土） 一般選抜（筆答試験） 

試験：（平成２０年度４月入学）博士前期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

博士後期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

（平成１９年度１０月入学）博士前期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

博士後期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

場所：若松会場(九州工業大学大学院生命体工学研究科) 

３．平成１９年１０月６日（土） 一般選抜（面接試験） 

試験：（平成２０年度４月入学）博士前期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

博士後期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

場所：若松会場(九州工業大学大学院生命体工学研究科) 

４．平成２０年３月１日（土） 一般選抜（口述試験） 

試験：（平成２０年度４月入学）博士前期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

博士後期課程一般選抜・社会人特別選抜・外国人留学生特別選抜 

場所：若松会場(九州工業大学大学院生命体工学研究科) 
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３）産業界からの要請への対応 

北 九 州 学 術 研 究 都 市 にある３大 学 （本 学 、北 九 州 市 立 大 学 、早 稲 田 大 学 ）及 び北九 州 産 業 学

術 推 進 機 構 は、人 材 育 成 、共 同 研 究 、産 学 連 携 等 さまざまな面 において、互 いに連 携 を促 進 して

いる。そのような中で次の２つのプログラムが採択された。 

(a)経済産業省・文部科学省「アジア人材資金構想 高度専門留学生育成事業」 

アジアからの留学生に対して、日本企業で活躍又は日本と出身国の間のブリッジ人材として活

躍する人材の育成を目指す（資料 E-Ⅱ-6）。本研究科では、本事業のための留学生募集を行い、

専門 教 育、日本 語 教育 、就 職活 動 支援を実 施 した。本 事 業による国 費留 学 生が平成１９年 度よ

り２名採用され教育研究を行っている。 

(b)経済産業省「カー･エレクトロニクス設計開発中核人材育成事業」 

本事業は平成１９年度に採択された（資料 E-Ⅱ-7）。カー・エレクトロニクスは各種センサーによ

る時空間情報処理及び人の特性が中心的課題であり、本研究科の教育研究の格好の対象であ

る。また教 育 研 究 成 果 を社 会 還 元 する効 果 的 なコネクションの一 つである。さらに、教 育 課 程 に

「車載用知的情報処理」及び「生命体工学総合科目１、２、３」を加えており（別添資料５-８、９）、

今後履修科目群を整備していくこととしている。 
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資料 E-Ⅱ-6 アジア人材資金構想 高度専門留学生育成事業 
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資料 E-Ⅱ-7 カー･エレクトロニクス設計開発中核人材育成事業 

（北九州産業学術推進機構カーエレクトロニクスセンターホ－ムページより） 
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４）学生及び社会からの要請への対応 

入学者受入方針（資料 E-Ⅱ-8）及び学位審査基準（資料 E-Ⅱ-9）をホームページで公表し、社

会への説明責任を果たした。また、学位審査においては、学外有識者を論文調査 委員に適宜加え

た。北 九 州 学 術 研 究 都 市 の２大 学 との間 で単 位 互 換 制 度 を導 入 することにより、互 いの教 育 をより

充実させた（資料 E-Ⅱ-10）。 

 

 
 

資料 E-Ⅱ-8 生命体工学研究科入学者受入方針 

（生命体工学研究科ホームページより） 

 

 
資料 E-Ⅱ-9 生命体工学研究科学位審査基準 

（生命体工学研究科ホームページより） 

 

派遣 受入 派遣 受入 派遣 受入 派遣 受入 派遣 受入 派遣 受入 派遣 受入
九工大 4 27 3 28 1 67 1 28 1 28 2 8 12 186
早稲田 30 16 35 0 88 2 52 1 39 1 32 1 276 21
北九大 28 19 3 13 24 44 4 28 3 14 2 27 64 145
合計 62 62 41 41 113 113 57 57 43 43 36 36 352 352

１８年後期 １９年前期 １９年後期 合計
区分

１７年前期 １７年後期 １８年前期

 

資料 E-Ⅱ-10 北九州学術研究都市３大学 単位互換の実績 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 
(判断理由)  教 育 目 的 に沿 った教 育 課 程 を系 統 的 にバランスよく編 成 した。多 様 な出 身 の学 生

を受 入 れるため、技 術 者 ・起 業 家 育 成 及 び国 際 社 会 で活 躍 できる人 材 の育 成 のため

の教 育 内 容 を十 分 に整 備 している。さらに教 育 目 標 達 成 を促 進 するために、縦 糸 とな

る通 常の教 育課 程 に対 し、横糸 となる分 野横 断 型教 育 方法 を独自 に開 発し、全 教 員

が各自のプログラムを準備した。この教育方法は、２１世紀 COE プログラムの中間評価

におけるＡ評価と、両専攻の大学院 GP への採択という形で高く評価された。さらに、産

業 界 からの人 材 育 成 の要 請 に対 しても積 極 的 に対 応 し、経 済 産 業 省 関 係 の２つの事

業に採択された。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況) 

教 育 目 的 に沿 って、共 通 科 目 、専 門 科 目 、実 験 演 習 をバランスよく組 合 せ、体 系 的 に履 修 できる

ようにし、学生が両専攻の教育研究の全体像を把握できるようにするために、「生体機能概論」、「脳

情報工学概論」という概論科目を準備した。また、順序よく体系に従い履修できるようにするためクォ

ーター制を実施した（脳情報専攻）。  

共通科目（ビジネスプラン、企業経営論、社会技術論）、大学院 GP で導入された科目（コミュニケ

ーション、チームマネジメント）、インターンシップ、キャリアコーディネーターによる指 導により、技 術 者

や起 業 家として活 躍 する能 力 、自 立 して自 己 の進 路を選 択・決 定 できる能 力を身 に付けさせている。

英語科目は、より実践的な内容を習熟度別にクラス編成をして行った。また、入学者選抜に TOEIC

も活用した。  

主指導教員と複数の副指導教員からなる複数教員指導システムを導入し、学生の指導を行った。

特に博士前期課程２年次及び博士後期課程２年次の夏から秋にかけての学位論文の中間発表に

おいては、これらの指 導 教 員 が行 った指 導 に対 する回 答 や今 後 の研 究 方 針 を文 書 で提 出 させた

（脳情報専攻）。また、大学院 GP の「出稽古修行型」教育や「研究マインド強化プログラム」も適宜ダ

イナミックに指導教員を選ぶ複数教員指導システムとして機能させた。イミグラント、実験演習系科目、

「出稽古修行型」教育に TA を配置することにより、きめ細かい指導を可能にするとともに、TA 自身も

教えることに対するトレーニングが行えた。 

 

 

観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況) 

１）教材やシステムを導入し、主体的な学習を促した。 

英語 e-ラーニング教材を、全研究室での受信が可能となるよう整備した（資料 E-Ⅲ-1）。双方向

型講義支援システムを導入し、各講義の資料や教材の配布を行い、自主的な学習を助けた。 

 

月別学習回数
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資料 E-Ⅲ-1 平成 19 年 5 月導入以降の英語 e-learning 教材の月別使用頻度 

 

 

 

回 
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２）優秀な学生に表彰や経済的支援を行うことにより、学業に対するインセンティブを与えた。 

分析項目Ⅰの「観点 教育内容、教 育方法の改 善に向けて取り組む体制 ２）学術奨励体制（P

５-11）」で述べた経済的支援や表彰を行った。また、優れた業績を上げた学生は、在学期間の短期

修了が可 能 となった。日本学生支 援 機構第一 種 奨学金免 除 者の選考においては、在学中の論文

発表等の業績を評価する基準を設けた（資料 E-Ⅲ-2）。 

 

３）その他の主体的な学習を促す取り組み。 

様 々な分 野 から集 まる学 生 に、実 際 のロボット製 作 を通 じて、ものづくりの能 力 を養 成 するための

取 り組 みを整 備 した。その一 環 として自 律 ロボットの競 技 会 を実 施 した。単 に実 施 するだけでなく競

技会に先立ってプログラミング演習、機械工作演習、電子回路製作演習等の基礎教育を行った。 

２１世紀 COE プログラムの「マルチタレント英才教育」と大学院 GP の「出稽古修行型システム」の

相 乗 効 果 で研 究 室 や研 究 科 、さらには大 学 を超えて学 生 の流 動 性 が高 まり、学 生 を介 した分 野 間

の効 果 的 な知 識 ・技 術 移 転 が行 われた。また、本 研 究 科 が主 催 する国 際 会 議 等 の運 営 やロボカッ

プ等 の国 際 大 会に学 生 が参加 することで、多くの国内 外 の研 究 者や同 世 代の学 生 とも接する機会

を与えた。  

学 務関 係では、GPA の導 入により学 生が自 分 の学 業 成 績 を把 握できるようにした。履 修 申 告 は

指導教 員の指導の下 に行うようにしており、単 位 の取り過ぎや不適切な履修計 画がないようにした。

また、学生相談員の制度を導入し、４人の教員が学生の勉学・生活の相談に乗っている。 
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資料 E-Ⅲ-2 日本学生支援機構奨学金返還免除申請用業績リスト 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 教 育 目 的 に沿 った授 業 内 容 と授 業 形 態 を適 切 に整 備 し、さらに様 々な出 身 の学 生

を受入れるための多くの工夫、起業家やエンジニアとして活躍する能力の育成のための

教 育、適 切 な指 導 教 員 体 制、学 生 のための多 彩な表 彰や経 済的 支 援 、数 多 くの主体

的な学習を促す取り組みなど、多くの工夫を行い、着実に実施した。また、21 世紀 COE

プログラムや大学院 GP で導入した教育方法も極めて有効に機能した。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況) 

教育目標の達成には、多様な出身の学生を受入れ、先端的生命科学から工学分野、更には産

業応用までの幅広い教育を行わなければならない。本研究科では、これまで述べた教育体制、教育

内容、教育方法の実施により、これを実現している。博士前期課程の留年率の推移（資料 E-Ⅳ-1）、

修士の学位取得者数の推移（資料 E-Ⅳ-2）、博士の学位取得者数の推移（資料 E-Ⅳ-3）、博士

後期課程学生の学会発表数（資料 E-Ⅳ-4）、博士後期課程学生の論文発表数（資料 E-Ⅳ-5）を

見ると、留 年者の近年 の減少及びこれらのデータは、本研究科の教 育が有効であり、着実に実施さ

れたことを示す。 

学生はビジネス系の授 業やインターンシップにより、技 術 者、起業 家 として社会 に貢献するための

意識を高めることができた。また、国際会議での発表、国際 交流協定校 との連携、実践的な教育等

を介 して、入 学 時 に比 べ格 段 に国 際 性 とコミュニケーション能 力 を与 えることができた。本 研 究 科 主

催 の国 際 会 議 に学 生 をスタッフとして参 加 させることにより、主 催 者 側 の立 場 から段 取 りのできる人

材の育成もでき、多くの会議参加者から称賛された。 

 

 

 
資料 E-Ⅳ-1 博士前期課程の留年率の推移 
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資料 E-Ⅳ-2 修士学位取得者数の推移 

 

 

 

資料 E-Ⅳ-3 博士学位取得者数の推移 

※平成１６年度の学位取得者は短期修了者 
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資料 E-Ⅳ-4 博士後期課程学生 学会発表件数 

 

 
資料 E-Ⅳ-5 博士後期課程学生 論文発表件数 

 

 
 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況) 

脳情報専攻の２１世紀ＣＯＥプログラムと大学院 GP では、通常の大学院教育と分野横断型教育

を並行して実施した。その結果、分野融合研究による学生の発表件数が大きく増加した(資料 E-Ⅳ

-6)。またマルチタレント英 才 教 育 と出 稽 古 修 行 型 システムにより専 攻 内 の流 動 性 が高 まり、他 の研

究室に長期(1 ヶ月以上)滞在して指導を受ける学生数が増大した(資料 E-Ⅳ-7)。学生が流動する

ことにより、互 いに良 い刺 激 を与 え合 うことは、学 生 に大 変 好 評 であった。生 体 機 能 専 攻 の大 学 院

GP「グローバル研 究 マインド強 化 教 育 プログラム」は、平 成 ２０年 ５月 時 点 においては、博 士 後 期 課

程で６名の海外派遣等の成果を得た(資料 E-Ⅳ-8)。  

修了時点に学生に対して行った本研究科の教育に対するアンケート結果（資料 E-Ⅰ-8）では、

ほとんどの項目で半数以上の学生が「非常に良かった」、「良かった」と回答した。特に記述欄には、

良い評価の声が多かった。 

 



九州工業大学生命体工学研究科 分析項目Ⅳ 

    

－5-29－ 

 
資料 E-Ⅳ-6 分野融合研究による発表論文数の推移 

 

 
資料 E-Ⅳ-7 他の研究室に長期滞在して指導を受ける学生数 

 

 
資料 E-Ⅳ-8 大学院 GP「グローバル研究マインド強化教育プログラム」 

各プログラムの実施状況（平成２０年５月１日現在） 

 
 

 

 

 

 

 

各プログラムの実施状況（平成２０年５月１日現在） 

(1)国際マインド強化教育プログラム派遣国 （３カ国、６名） 

マレーシア   ３名  プトラ大学 (Universiti Putra Malaysia) 

シンガポール  ２名  国立シンガポール大学（National University of Singapore） 

オーストラリア １名  ウロンゴン大学（The University of Wollongong） 

(2)英語漬け PBL（４名） 

１グループ：前期課程 ２名 ＋後期課程 ２名   

(3)研究マインド強化教育プログラム 

・生体応用熱デバイス（後期課程１名） ＜＝＞ 生体機能材料（前期課程１名） 

・生体有機電子デバイス（後期課程１名）＜＝＞ 生体ソフトデバイス（後期課程１名） 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由) 留 年 率 、学 位 取 得 者 数 、学 会 発 表 数 、論 文 発 表 数 、修 了 生 アンケートの結 果 は、

本研究科の教育が順調に目標を達成していることを示している。また 21 世紀 COE プロ

グラムと２つの大学院 GP に採択されたことも、目標を十分に達成している。  
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了)後の進路の状況 

(観点に係る状況) 

平成１５～１９年度までの博士前期課程修了者の進学・就職別の人数（資料 E-Ⅴ-1）と、就職者の業種別人

数（資料 E-Ⅴ-2）を見ると、本研究科の教育分野の広さを反映し、就職先は、電気機器、情報・通信、機械、化

学、材料、建設、食品と多岐に渡っていることが分かる。  

 

 

資料 E-Ⅴ-1 進学・就職者数の推移 

 

 
資料 E-Ⅴ-2 業種別就職者数の推移 
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観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

学生が平成１７～１９年に受けた各種賞や報道発表（資料 E-Ⅴ-3）では、本研究科の人材育成の成果が、

各方面で高く評価されたことを示す。２１世紀ＣＯＥプログラムでは、５年間、年に２回学生の発表会を外部に公

開して行ったが、その発表の場で非常に高く評価された。 

学生の就職先の企業に対しても、本研究科出身の学生に対するアンケートを行った。その結果（資料 E-Ⅰ

-9）では、英語力・国際性以外は「Ａ」、「Ｂ」評価の割合が高かった。英語力・国際性も、入学当初から比べると、

格段に身に付いていると感じられる。 

 

 

 

資料 E-Ⅴ-3 学生の受賞・マスコミ報道状況 

 

生体機能専攻 
1) 金森司仁：化学関連支部合同九州大会ポスター賞，2005. 
2) 田中誠一：フェロー賞 若手優秀講演(日本機械学会 流体工学部門講演会)，2006. 
3) 杉山智志：溶接学会奨学賞，2006. 
4) 魚井孝則：2006 年度ＢＭＦＳＡ学会論文賞（最優秀論文賞），2006. 
5) 井手義憲：論文発表賞 B (電気学会) ，2006. 
6) 芝尾美穂：奨励賞 (International Conference on Nano-Molecular Electronics ICNME 2006), 

2006. 
7) 中島雄太：Best Student Paper Award (Asia-Pacific Conference of Transducers and Micro-Nano 

Technology (APCOT 2006)), 2006. 
8) 上田康之：優秀学生賞（日本電磁波エネルギー応用学会シンポジウム），2007. 
9) 亀岡昇平：溶接学会奨学賞，2007. 
10) 芝尾美穂：2006 年度ひびきの賞，2007. 
11) 杉原富紀：論文発表賞 B (電気学会)，2007. 
12) 吉崎舞：1st Prize in the Poster Competition (4th International /7th Australian / 2nd Asia 

Pacific Peptide Conference), 2007. 
13) 大槻みなみ：合同学術講演会ポスターセッション優秀発表賞，日本金属学会・日本鉄鋼協会九州

支部，2007. 
14) 川村俊介：2007 年釜山慶南－九州西部ジョイントシンポジュウムポスター賞，2007. 
15) 高橋恭平：磁気刺激部門における座長推薦研究発表（第 37 回日本臨床神経生理学会），2007. 
16) 山野亮：最優秀講演賞 (第 38 回北九州医工学術者会議)，2007. 
17) 黒木雄平：最優秀講演賞 (第 40 回北九州医工学術者会議)，2008. 
脳情報専攻 
1)A.A.F. Nassirei：Best Session Presentation Award (SCIS&ISIS'06) 2006. 
2)木村健治：Outstanding poster presentation (European Chemoreception Research Organization) 

2006. 
3)徳永憲洋：Best Poster Paper Award（ISABEL2006）2006.  
4)前野 仁：論文賞（日本知能情報ファジィ学会）2006. 
5)井上貴雄：第 5 回日韓脳科学・筋生理学シンポジウム若手最優秀発表賞 2005. 
6)西田周平： SI 部門若手奨励賞（計測自動制御学会 SI 部門）2006. 
7)中野鉄平：第 9 回 LSI IP デザイン・アワード・研究助成賞 2007.  
8)田中秀樹：日本神経回路学会奨励賞 2007. 
9)五十嵐 潤：Cell スピードチャレンジ 2007 自由課題部門 2 位 2007. 
10)緒方元気：Student Paper Award (RISP Int. Workshop on Nonlinear Circuits & Signal 

Processing) 2006. 
11)加藤直人、 堺 学、 御手洗昌希、 梁 海超：Student Paper Award (同) 2007. 
12)ロボカップジャパンオープン中型リーグ優勝 2006（石井研・宮本研）、ロボカップジャパンオープ

ン北九州 
13)日本ロボット学会学会賞 2006（石井研・宮本研）. 
14)ロボカップジャパンオープン中型リーグ準優勝 2007（石井研・宮本研）. 
15)Long Voyage Award (AUVSI & ONR's 10th International AUV Competition) 2007（石井研）. 
16)Futaba 賞（第 12 回 ROBO-ONE 大会）2007（石井研）. 
17)IEEE/OES 日本支部賞 AUV 部門最優秀作品（第 2 回水中ロボットフェスティバル）2007 （石井

研). 
18)ロボット関係の新聞報道 10 件、NHK での放送 3 件、2007 （石井研). 
19)園尾 聡：「台頭・九州発ロボット産業」日本経済新聞 2007.11.30 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準) 期待される水準を大きく上回る 

(判断理由)  学生が多数賞を受けたり、報道発表をされた。研究発表の場でも、関係者から非常に高く評価

された。また就職先の企業においても、本研究科が修了生を社会に出し始めてからあまり年が経

っていないが、十分に高い評価が得られている。 
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Ⅲ 質の向上度の判断 

 

①事例１「多様な学生を受入れ、幅広い分野の教育を行った」(分析項目Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

独立研究科である特徴を生かし、多様な学生を積極的に受入れるための広報活動、入試制度を整備した。

これらの学生に、先端的生命科学から工学分野、更には産業応用に対応した幅広い分野の教育を実施する

ため、充実したイミグラント科目や共通科目の整備、系統立った履修ができる指導、クォーター制等の実施、

複数指導教員制による充実した指導、多くの経済的支援、自主的な学習を促す仕組みの整備等を実施し

た。  

また、国際会議や国際交流協定校との間の学生交流を通して、学生に国際的な場で活躍する機会を多

数与えることができた。以上の結果、社会の幅広い分野に高い教育を受けた学生を送り出すことができた。 

 

②事例２「分野横断型教育システムの開発と実施」(分析項目Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

教育分野が非常に広いため、従来の縦割り型の講座組織を超えた分野横断的な教育組織が必要になる。

これらの組織が縦糸と横糸となって、教育目的の達成を効果的に推し進める教育体制、内容及び方法を作り

上げた。これらが評価され、２１世紀ＣＯＥプログラムや２つの大学院ＧＰの採択につながった。またこの教育

を実施した結果、研究室や学生の活性化を促進し、業績を上げ、さらに高く評価された。  

 

③事例３「人材育成における産業界との連携」(分析項目Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

本研究科が北九州学術研究都市の中にあることを生かし、企業、行政、他大学との連携を深めることができ

た。その結果、経済産業省関連の２つの人材育成プログラムに採択されることとなった。２つのプログラムは、

産業界の強い要請の下での人材育成プログラムであり、本研究科の教育研究結果の社会還元の大きなパイ

プの一つとなることが期待される。 
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